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第１章 「福井市立地適正化計画」とは 
 

１．「福井市立地適正化計画」の背景と目的 
 

これまで、多くの地方都市では、人口の増加、都市の拡大を前提に都市づくりを行い、市街地が

拡散してきました。今後は、急速な人口減少が見込まれており、拡散した市街地のままで人口が減

少すると、人口密度の低下により、一定の人口密度に支えられてきた医療、福祉、商業などの生活

サービスの提供が、将来、困難になることが懸念されています。加えて、高齢化の進展による地域

活力の低下や急速に進む社会資本の老朽化への対応なども、解決すべき課題となっています。 

福井市の都市づくりは、戦災、震災からの復興に向けた戦災復興土地区画整理事業に始まりまし

た。復興事業以後も、計画的に市街地整備を進めてきており、道路や公園などの都市基盤は全国的

にみても高い水準で整備され、その結果、福井市の暮らしやすさは高い評価を得ています。しかし

ながら、他の地方都市と同様に福井市においても、急激な人口減少に歯止めがかからず、都市を取

り巻く環境は厳しい状況が続くと考えられます。 

このような背景を踏まえ、福井市では、２０１０年（平成２２年）３月に都市計画マスタープラ

ンを改訂し、「暮らしの豊かさを実感できる「歩きたくなる」まち」を都市づくりの理念に掲げ、自

動車による移動を前提とした公共公益施設や住宅等の立地を見直し、鉄道やバスなどの公共交通機

関との連携を見据えた環境負荷の少ない集約型都市構造への転換を目指しています。 

一方、国においては、急激な人口減少、高齢化の進展を背景として、２０１４年（平成２６年）

に都市再生特別措置法が改正され、新しく「立地適正化計画」が制度化されました。 

「立地適正化計画」は、居住や必要な都市機能の適正な誘導を図ることで、人口減少の中でも一

定の人口密度を維持しながらコンパクトなまちづくりと公共交通の確保を図り、持続可能な都市づ

くりを推進していくための計画です。 

福井市では、「福井市都市計画マスタープラン」の一部として「福井市立地適正化計画」を定め、

「福井市都市計画マスタープラン」とともに、本格的な人口減少・超高齢社会に対応した持続可能

な都市づくりの推進に取り組んでいきます。 
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２．立地適正化計画の概要 
 

ⅰ）根拠法 

・都市再生特別措置法 第８１条 

 

ⅱ）法改正の背景 

拡散した低密度な市街地においては、人口減少、高齢化の進展により、住民の生活を支える医

療、福祉、商業などのサービスの提供や地域活力の維持が困難になることが懸念されており、コ

ンパクトなまちづくりを推進するため、市町村が都市全体を見渡し、居住と生活サービス機能を

適正に誘導することが求められています。 

 

ⅲ）基本的事項 

・概  要：住宅及び都市機能増進施設（医療、福祉、商業その他の居住に関連する施設） 

の立地の適正化を図るための計画です。 

・計画区域：都市計画区域全体を基本とします。 

・目標年次：概ね２０年後とします。 

・見直しサイクル：居住や都市機能を誘導する区域を設定、概ね５年ごとに評価を行います。 

・届出制度：誘導区域外で、一定の開発行為、建築行為等を行う場合は、原則として市長への届

出が必要です。 

 

ⅳ）定める事項 

・立地適正化計画の区域 

・立地適正化計画の計画期間 

・居住誘導区域（生活サービス等が持続的に確保されるよう、人口密度を維持する区域） 

・都市機能誘導区域（各種サービスの効率的な提供を図る区域） 

・誘導施設（立地を誘導すべき都市機能増進施設） 

・都市機能及び人口密度を維持・確保するための具体的な施策 

・目標値の設定 

・施策達成状況に関する評価方法 

 

(資料：国土交通省資料を基に作成) 
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３．「福井市立地適正化計画」の役割と位置づけ 
 

「福井市立地適正化計画」は、都市再生特別措置法第８１条に位置づけられるものであり、福井市

における都市づくりの総合的な指針である「福井市都市計画マスタープラン」の一部として、居住や

医療、福祉、商業といった都市機能の適正な誘導を図るための包括的な計画となります。 

「福井市立地適正化計画」の役割と位置づけは、以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

都市づくりの実践 

国 や 県 の 計 画 

都市計画区域マスタープラン
(整備・開発・保全の方針) 

福 井 市 総 合 計 画 な ど 

福  井  市 

都 市 計 画 マ ス タ ー プ ラ ン 

都 市 計 画 の 

決 定 ・ 変 更 

個別の詳細計画 

な ど の 検 討 

都 市 づ く り 

ル ー ル の 検 討 

 

市 
 
 

民 
 
 

参 
 
 

加 

上位計画・関連計画 

福井市 まち・ひと・しごと創生人口ビジ

ョン・総合戦略 

福井市立地適正化計画 

■「福井市立地適正化計画」の位置づけ 

■「福井市立地適正化計画」の役割 

ⅱ）居住や都市機能の緩やかな誘導と関連分野とが連携した施策の推進 

居住や都市機能の立地の緩やかな誘導に取り組むとともに、都市計画と交通だけでなく、医療

や福祉、商業、教育文化などの様々な分野とが連携し、集約型都市構造の実現に向けた施策を

総合的かつ一体的に進めます。 

ⅰ）都市の将来像を実現するための方針・施策を明らかにする（誘導方針等の事前明示） 

都市の将来像や都市づくりの方針を市民と共有し、居住や都市機能の誘導方針、誘導施策など

を明らかにすることにより、市民や事業者が誘導区域への施設などの立地に取り組みやすい環

境を整えます。 
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「福井市立地適正化計画」は、「福井市都市計画マスタープラン」の一部として「福井県都市計画

区域マスタープラン」や「福井市総合計画」に即したものとし、各計画の見直しの関係は以下のとお

りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 
 

【改訂】福井市都市計画マスタープラン 

（福井市立地適正化計画） 
※2016年度(平成 28年度)：都市機能誘導区域、2018年度(平成 30年度)：居住誘導区域 

目標年次：2030年(平成 42年) 

国・県レベルの計画 

国土形成計画（全国計画） 
(2008年(平成 20年)7月) 

目標年次：今後概ね 10ヵ年間 

福井県新長期構想 ふくい 21世紀ビジョン 
(1997年(平成 9年)12月) 

計画期間：1998～2010年度(平成 10～22年度) 

■「福井市立地適正化計画」と上位計画、関連計画との関係 

【改訂】福井市都市計画マスタープラン 
(2010年(平成 22年)3月) 

目標年次：2030年(平成 42年) 

(即する) 

「福井市都市計画 
マスタープラン」の 
一部として構成 

(即する) 

第６次福井市総合計画 
 (2012年(平成 24年)4月) 

計画期間：2012～2016年度(平成 24～28年度) 

第７次福井市総合計画 
 (2017年(平成 29年)4月) 

計画期間：2017～2021年度(平成 29～33年度) 

福井市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略 

(2015年(平成 27年)12月) 

総合戦略 計画期間：2015～2019年度(平成 27～31年度) 国土形成計画（全国計画） 
(2015年(平成 27年)8月 閣議決定) 

目標年次：今後概ね 10ヵ年間 

第５次福井市総合計画 
〔基本計画改訂〕 

(2007年(平成 19年)3月) 

清水町総合計画 
(2000年(平成 12年)3月) 

目標年次：2009年度(平成 21年度) 

第４次福井市総合計画 
(1992年(平成 4年)3月) 

目標年次：2001年度(平成 13年度) 

(即する) 
福井県都市計画区域 

マスタープラン 
(2004年(平成 16年)5月) 

目標年次：概ね 20年 

清水町都市計画 

マスタープラン 
(1997年(平成 9年)3月) 

目標年次：2015年(平成 27年) 

第５次福井市総合計画 
(2002年(平成 14年)3月) 

目標年次：2011年度(平成23年度) 

見
直
し 

美山町総合振興計画 
(2001年(平成 13年)3月) 

目標年次：2010年度(平成 22年度) 

越廼村総合振興計画 
(2000年(平成 12年)6月) 

目標年次：2009年度(平成 21年度) 

福井県都市計画区域 

マスタープラン 
(2014年(平成 26年)2月) 

目標年次：概ね 20年 

新市まちづくり計画 
(2005年(平成 17年)1月) 

目標年次：2020年度(平成32年度) 

※2016年(平成 28年)4月に目標年次を延長 

市レベルの計画 

福井市都市計画マスタープラン 
(2000年(平成 12年)3月) 

目標年次：2020年(平成 32年) 

(即する) 

(即する) 

(即する) 
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４．「福井市立地適正化計画」の構成 
 

「福井市都市計画マスタープラン」は、多くの市民や事業者の方々とともに都市づくりを進めてい

けるように、大きく３つの構想から構成しています。 

「福井市立地適正化計画」は、「福井市都市計画マスタープラン」の一部として、居住と都市機能

の適正な誘導に係る取組を総合的、一体的に推進するものとして活用していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

■「福井市立地適正化計画」の構成 

 

『地域別構想』 『分野別構想』 

第１章 地域別構想について 
第２章 地域別まちづくり方針 
(1)市街地中心部 (2)市街地東部 

(3)市街地北東部 (4)市街地北部  

(5)市街地北西部 (6)市街地南西部 

(7)市街地南部  (8)南東部    

(9)北部     (10)北西部 

(11)南西部    (12)西部 

(13)東部 

第１章 分野別構想について 
第２章 分野別の方針  
(1)土地利用の方針 

(2)交通体系整備の方針 

(3)都市環境形成の方針 

(4)身近な生活空間づくりの方針 

(5)新たな交流・連携づくりの方針 

『 全体 構想 』 

第４章 都市計画マスタープランの実現に向けて 
(1)市民と行政の協働による都市づくり 

(2)都市計画マスタープランの評価・見直しの方針 

序 章 都市計画マスタープランとは 

第１章 現況と課題 
(1)状況の変化と現況 

(2)都市づくりの課題と対応  

第２章 都市づくりの目標 
(1)都市づくりの理念 ～次世代のために～ 

(2)目指すべき都市の将来像  

第３章 目標の推進方針 
(1)４つの視点ごとの推進方針  

(2)４つの視点から見た将来の姿 

『福井市立地適正化計画』 
(都市再生特別措置法第 81条第 1項に基づく計画) 

第１章 「福井市立地適正化計画」とは 

第２章 都市の現状と将来の見通し 

第３章 立地適正化に関する基本的な考え方※ 

第４章 居住誘導区域 

第５章 都市機能誘導区域及び誘導施設 

第６章 届出制度 

第７章 推進方策 

第８章 立地適正化計画の評価、見直しの方針 
 

『福井市都市計画マスタープラン』(都市計画法第 18条の 2第 1項に基づく基本方針) 

※都市再生特別措置法第 82条で、都市計画法第 18条の 2第 1項の規定に基づく基本方針の一部 

とみなすこととされている。 

調和 
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５．「福井市立地適正化計画」の対象区域 
 

「福井市立地適正化計画」では、都市全体を見渡す観点及び土地利用の状況や日常生活圏等を勘案

して、福井市の行政区域（「福井市都市計画マスタープラン」の対象区域）のうち「福井都市計画区

域」を計画の対象区域とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

福井都市計画区域(17,800ha) 

(福井市立地適正化計画区域） 

行政区域(53,641ha) 

(「福井市都市計画マスタープラン」対象区域) 

■「福井市立地適正化計画」の対象区域 
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実績

シナリオ１：国立社会保障・人口問題研究所中位推計（2013年（H25年）推計）

シナリオ２：国の長期ビジョン準拠

シナリオ３：福井市人口ビジョン推計

国立社会保障・人口問題研究所中位推計（2018年（H30年）推計）

248,556人

237,535人

255,360人

６．「福井市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略」における将来目標 
 

｢福井市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略｣（以下、「福井市人口ビジョン」）では、

長期的なまちづくりを進めていく上で、福井市の特長、強みを活かした積極的施策展開を行うことに

より、少しでも人口減少に歯止めをかけていくことを、長期的な展望としています。 

｢福井市人口ビジョン｣における人口の長期展望は、２０３０年（平成４２年）で２４８，５５６人

を見通しています（下に示す「シナリオ３」を採用）。「福井市立地適正化計画」においては、国立社

会保障・人口問題研究所の将来人口推計の値を基本に｢福井市人口ビジョン｣における人口の長期展望

を考慮し、居住を誘導する区域の規模や目標値を整理します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

 

 

 

 

 

 

７．「福井市立地適正化計画」の目標年次 
 

「福井市立地適正化計画」では、「福井市都市計画マスタープラン」と整合を図り、２０３０年（平

成４２年）を目標年次とします。 

 

 

福井市立地適正化計画の目標年次：２０３０年（平成４２年） 

■福井市における人口の長期展望 
(資料：福井市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略、国立社会保障・人口問題研究所の2013(H25).3予測及び2018(H30).3予測を基に作成) 

H22 H42 H52 H72 

（年） 

（人） 
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第２章 都市の現状と将来の見通し 
 

第１節 これまでの都市づくりと市民意識 
 

１．これまでの都市づくり 
 

ⅰ）戦前の都市づくり 

（１８８９～１９４５年頃（明治２２～昭和２０年頃）） 

・１８８９年（明治２２年）の市制実施以降、繊維産業を

基盤とする商工都市、県内の政治・経済・文化の中心都

市として開発されました。 

・１８９６年（明治２９年）に北陸線敦賀‐福井間、翌年

には森田‐小松間の鉄道が開業になりました。 

・県庁の本丸跡への移転とその跡地利用を契機に公共公益

施設等が集約され、現在の都心の原型が整えられました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）線引き後の都市づくり 

（１９７１～１９８５年頃（昭和４６～６０年頃）） 

・１９７０年（昭和４５年）に、全国に先駆けて区域区分を 

設定しました。 

・昭和５０年代には、市街化区域の南西部での大規模な住宅 

団地造成や市街化区域の東部、東南部での工業系沿道土地 

利用の推進など、積極的な都市開発が行われてきました。 

  

ⅱ）戦後の都市づくり 

（１９４６～１９７０年頃（昭和２１～４５年頃）） 

・１９４５年（昭和２０年）の戦災以後、｢戦災復興

土地区画整理事業｣に着手し、都市の復興、都市計

画の推進に努めてきました。 

・大正時代から地域鉄道の整備が進められ、１９４９

年（昭和２４年）頃には、ほぼ現在の形が整えられ

ました。 

・昭和３０年代には、環状線の内側で土地区画整理事

業に取り組んできました。 

・１９６８年（昭和４３年）開催の福井国体に向けて、

計画的に都市基盤の整備を進めてきました。 

■1982年(昭和 57年)頃の地形図 
(資料：福井市史を基に作成) 

■1949年(昭和 24年)頃の地形図 
(資料：福井市史を基に作成) 

■1909年(明治 42年)頃の地形図 
(資料：福井市史を基に作成) 
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ⅳ）近年の都市づくり（１９８６年～（昭和６１年～）） 

・平成に入り、市街化区域の北東部を中心に市街化区域の拡大、整備を行い、市街地が大きく拡

大しています。 

・中心市街地においては、県都の玄関口として、活力と魅力ある拠点の形成に向けた整備を推進

しています。 

・２００７年（平成１９年）に、準工業地域及び近隣商業地域に特別用途地区を指定し、都市構

造に大きな影響を与える大規模集客施設については、中心市街地へ誘導し、その他の地域への

立地を制限しています。 

・地域鉄道においては、２０１５年（平成２７年）にえちぜん鉄道の新駅設置、２０１６年（平

成２８年）に福井鉄道福武線の福井駅移設、軌道延伸のほか、両鉄道事業者による相互乗り入

れを実施し、利便性向上に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■2015年(平成 27年)の地形図 
(資料：福井市 GISを基に作成) 
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２．土地利用計画の変遷 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ⅰ）線引き当時（１９７０年（昭和４５年）） 

・市街地東部、国道８号（(都)東縦貫線）や(都)

環状東線の沿道、森田駅や花堂駅などに一団の

工業地域・準工業地域を指定してきましたが、

想定よりも工業系の土地利用が進まず、代わり

にベル（１９８０年（昭和５５年））、パリオ 

（１９８９年（平成元年））の郊外型の商業施設

が立地しました。 

・足羽川の南側、福井市南西部に一団の住居専用

地域を指定してきました。 

ⅱ）新用途地域指定時（１９９６年（平成８年）） 

・１９９６年（平成８年）の市街化区域は 

４，４７７haで、１９７０年（昭和４５年）

から３５７ha市街地を拡大しました。 

・市街地東部においては、工業系の土地利用の

進展を引き続き目指し、一部区域を除きほぼ

準工業地域を指定しました。 

・引き続き、市街地西部においては、一団の低

層住居専用地域を継続して指定してきまし

た。 ■1996年(平成 8年)都市計画図 

(資料：平成 8年福井都市計画総括図を基に作成) 

■2015年(平成 27年)都市計画図 

(資料：平成 27年福井都市計画総括図を基に作成) 

■1970年(昭和 45年)都市計画図 

(資料：昭和 45年福井都市計画総括図を基に作成) 

 

ⅲ）現在（２０１５年（平成２７年）） 

・現在の市街化区域は４，６８５ha で、１９９６

年（平成８年）から２０８ha 市街地を拡大しま

した。 

・市街地東部においては、準工業地域を継続して

指定しております。 

・市街地南西部の郊外の工業地域に中央工業団地

を整備しました。 

・引き続き、市街地西部においては、継続して一

団の低層住居専用地域を指定しています。 

 
準工業地域 工業地域 現在の市街化区域 

【凡例】 
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３．市民意識調査（福井市の今後の都市づくりに向けた市民アンケート調査） 

ⅰ）調査期間：２０１４年（平成２６年）１０月２日～１０月１６日 

ⅱ）調査の対象及び回収状況 

：２０１４年（平成２６年）９月１１日現在、福井市に住民票のある２０歳以上の３，０００人

を無作為に抽出（配布数３，０００件、回収数１，４３９件、回収率４８．０％） 

ⅲ）現在の「住みやすさ」の評価 

生活環境について、“普段の買い物をする店が身近にあると感じますか”という問に対し、「感じ

る」と「やや感じる」の回答者は７１．７％となっています。また、“病院や公民館など公共施設

が身近にあると感じますか”では７４．６％となっています。 

交通や道路について、“道路が整備され、車での移動がしやすいと感じますか”という問に対し、

「感じる」と「やや感じる」の回答者は８３．５％となっています。また、“バス停や鉄道の駅が

身近にあると感じますか”では６５．６％、“徒歩や自転車での移動がしやすいと感じますか”で

は６２．８％となっています。 

緑や景観について、すべての設問で前回の都市計画マスタープラン改訂時よりも評価が高くなっ

ていますが、「感じる」と「やや感じる」の回答者が、“川や水路など、水にふれあえる状況にある

と感じますか”では４７．６％、“建物などに統一感があり、家並みが美しいと感じますか”では

２５．９％と、他の設問と比べると低い値となっています。 

安全や安心について、“地域ぐるみでの防犯対策に取り組んでいると感じますか”という問に対

し、「感じる」と「やや感じる」の回答者は３９．０％と、他の設問と比べると低い値となってい

ます。 

総合的な評価について、“総合的にみて暮らしやすいと感じますか”という問に対し、「感じる」

と「やや感じる」の回答者は８４．２％となっています。 

 

‐40.4%
41.2%

41.0%
49.0%

39.1%
48.4%

36.3%
45.4%

32.0%
39.5%

41.3%
51.2%

25.3%
33.5%

31.0%
38.4%

30.7%
37.9%

19.8%
22.4%

4.5%
6.6%

4.7%
8.8%

12.1%
12.9%

7.5%
7.6%

22.4%
32.7%

29.6%
30.1%

35.6%
32.7%

27.2%
23.3%

34.0%
29.2%

28.1%
26.1%

37.8%
32.3%

28.9%
29.3%

30.6%
31.1%

35.2%
37.4%

25.9%
25.2%

17.1%
19.3%

23.0%
31.6%

32.8%
36.9%

26.9%
31.4%

54.4%
51.5%

20.0%
19.1%

14.1%
12.0%

15.3%
12.6%

16.5%
14.2%

20.7%
19.9%

13.0%
10.2%

25.8%
22.5%

23.0%
19.5%

23.8%
18.4%

32.6%
33.1%

48.6%
49.4%

45.6%
41.5%

36.2%
36.5%

43.4%
43.2%

15.6%
10.8%

6.0%
5.1%

5.4%
3.2%

14.5%
13.4%

9.7%
8.5%

16.3%
11.9%

4.1%
3.1%

16.0%
11.6%

12.1%
8.2%

7.3%
3.5%

17.4%
15.8%

25.1%
20.6%

23.2%
15.1%

15.3%
10.8%

18.2%
14.3%

3.0%
3.1%

4.0%
4.5%

3.9%
3.2%

3.9%
2.3%

3.5%
2.7%

3.0%
2.6%

3.8%
3.2%

4.1%
3.1%

3.3%
2.8%

3.1%

2.7%

4.3%
3.6%

4.7%
4.0%

3.5%
3.0%

3.6%
2.9%

4.0%
3.5%

4.7%
1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①自然が豊かだと感じますか

②日照や静かさなどの住宅地の環境が良いと感じますか

③普段の買い物をする店が身近にあると感じますか

④病院や公民館など公共施設が身近にあると感じますか

⑤バス停や鉄道の駅が身近にあると感じますか

⑥道路が整備され、車での移動がしやすいと感じますか

⑦徒歩や自転車での移動がしやすいと感じますか

⑧外で遊んだり、体を動かせるような場所（公園や広場など）

が身近にあると感じますか

⑨住宅の庭先の花木など、地区内に緑が多いと感じますか

⑩川や水路など、水にふれあえる状況にあると感じますか

⑪建物などに統一感があり、家並みが美しいと感じますか

⑫地震や火災、水害などに対して安全だと感じますか

⑬近所づきあいが盛んだと感じますか

⑭地域ぐるみでの防犯対策に取り組んでいると感じますか

⑮総合的にみて暮らしやすいと感じますか

01.感じる 02.やや感じる 03.あまり感じない 04.感じない 05.無回答

H26

H26

H26

H26

H26

H26

H26

H26

H26

H26

H26

H26

H26

H26

H26

H19

H19

H19

H19

H19

H19

H19

H19

H19

H19

H19

H19

H19

H19

H19

（
生
活
環
境
）

（
緑
・
景
観
）

（
安
全
・
安
心
）

（
交
通
・
道
路
）
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ほとんど毎日

21.4%

週に1～2回

35.9%

月に1～2回

18.0%

3ヶ月に1回程度

3.9%

6ヶ月に1回程度

0.9%

1年に1回程度

0.7%

その他

2.1%
無回答

17.2%

ⅳ）住み続けたい理由 

 〔問：住み続けたいとした理由はどれですか。（主なものから順に３つまで回答）〕※ 

今の住まい（自宅）に住み続けたいとした理由として、「なじみや愛着がある」と回答した人が

最も多く、次いで「買い物や医療などの日常生活が便利」となっており、現在の生活環境に対する

満足度が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※同アンケート内で、「今後、今の自宅から住み替える考え（予定）がありますか」の問いに対し、「ずっと住

み続けたい」、「できれば住み続けたい」と回答した方を対象とした設問 

 

ⅴ）中心市街地や地域拠点に行く頻度 

 〔問：福井駅を中心とした中心市街地に行く頻度（通勤や買い物、通院など）は、どれくらいです

か。一番よく行く地域拠点に行く頻度は、どれくらいですか。〕 

中心市街地や地域拠点に行く頻度として、「月に１回以上行く」と回答した人が中心市街地では

５０．２％、地域拠点では７５．３％となっており、通勤や買い物、通院などのために中心市街地

や地域拠点に行く行動がうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
中心市街地 地域拠点 

なじみや

愛着が

ある

隣近所

のつき

あいが

良い

老後の

生活が

安心

住宅に

満足

通勤・通

学が便

利

買い物

や医療

などの

日常生

活が便

利

道路や

公園な

どの生

活環境

が良い

ごみや

下水道

などの

衛生環

境が良

い

緑や自

然環境

が豊か

子どもの

教育環

境が良

い

公共交

通の利

便性が

良い

災害に

あう心配

がない

治安が

良い
その他

3位 31 35 14 61 25 148 46 72 67 50 68 46 70 16

2位 46 86 35 114 72 161 57 22 75 25 50 15 31 4

1位 383 35 53 98 67 83 20 7 38 8 20 2 9 9

460

156

102

273

164

392

123
101

180

83

138

63

110

29

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500
（人）

ほとんど毎日

13.6%

週に1～2回

13.3%

月に1～2回

23.3%
3ヶ月に1回程

度

15.2%

6ヶ月に1回程度

9.9%

1年に1回程度

4.2%

ほとんど行かな

い

19.2%

その他

0.6%

無回答

0.6%
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78.2%

26.5%

46.6%

45.3%

22.8%

64.4%

38.3%

61.8%

49.0%

36.4%

23.6%

41.2%

51.8%

6.5%

28.6%

23.8%

6.2%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

食料品など日常的な買い物をする店舗

飲食店

コンビニエンスストア

薬局・ドラックストア

書店・レンタルビデオ店

病院・診療所等の医療施設や福祉施設

公民館や集会所などの公共施設

郵便局や銀行

小学校や中学校などの教育施設

保育所や幼稚園、児童館等の育児施設

スポーツ施設や運動場

公園や広場

鉄道駅やバス停などの公共交通施設

こども世帯の独立などのための住宅

防災公園や消防署などの防災施設

山や川などの自然

市民農園・市民菜園などの施設

その他

6.3%

19.9%

7.6%

15.6%

16.3%

2.7%

0.8%

2.5%

0.4%

1.8%

3.8%

0.2%

0.6%

20.4%

1.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

田原町駅周辺

パリオ周辺

新田塚・八ツ島駅周辺

Ａコープやしろ店周辺

ベル前駅周辺

越前新保駅周辺

浅水駅周辺

森田駅周辺

越前東郷駅周辺

すかっとランド九頭竜周辺

清水保健センター周辺

越廼総合支所周辺

美山駅周辺

地域拠点に行かない

無回答

ⅵ）一番よく行く地域拠点 

〔問：あなたが一番よく行く地域拠点はどこですか。〕 

一番よく行く地域拠点は、「パリオ周辺」が最も多く１９．９％となっており、次いで「ベル前

駅周辺」、「Ａコープやしろ店周辺」の順番となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅶ）日常生活に必要な施設に対する住民ニーズ 

〔問：現在の自宅周辺（徒歩や自転車で行くことができる範囲）で、必要あるいは今後も欠かせない施

設とは、どのようなものですか。〕 

現在の自宅周辺で必要あるいは今後も欠かせない施設として、「食料品など日常的な買い物をす

る店舗」と回答した人が最も多く、次いで「病院・診療所等の医療施設や福祉施設」、「郵便局や銀

行」、「鉄道駅やバス停などの公共交通施設」となっており、居住環境として買い物や通院、公共交

通の利便性を重視している傾向がうかがえます。 
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18.7 

23.0 23.5 
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0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

0

10

20

30

40

50

1970

(S45)

1975

(S50)

1980

(S55)

1985

(S60)

1990

(H2)

1995

(H7)

2000

(H12)
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(H17)

2010

(H22)

(人/km2)(km2)

231,901 

248,838 

259,638 

269,083 
270,911 272,970 

269,557 269,144 266,796 
265,904 

255,325 

246,960 

237,535 
227,259 

216,298 

（8,703）
（13,323）

（17,825）

（22,042）

（25,851）

264,028 260,283 
255,360 

249,301 

242,149 

150,000
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290,000
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(S45)
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(S50)
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(S55)

1985

(S60)

1990

(H2)

1995

(H7)

2000

(H12)

2005

(H17)

2010

(H22)

2015

(H27)

2020

(H32)

2025

(H37)

2030

(H42)

2035

(H47)

2040

(H52)

(人)

※推計値

2013(H25).3予測値 2018(H30).3予測値との差

人口

※推計値（2020年（H32）以降）

第２節 都市の現状と将来の見通し 
 

１．人口 
 

ⅰ）総人口の推移、推計 

・福井市の総人口は、２０１０年（平成２２年）の国勢調査によると２６６，７９６人で、 

１９９５年（平成７年）をピークに６，１７４人減少しています。 

・２０３０年（平成４２年）の福井市の総人口は、国立社会保障・人口問題研究所によると、 

２０１３年（平成２５年）推計では２３７，５３５人（約３万人減）、２０１８年（平成３０

年）推計では２５５，３６０人（約１万人減）になると、それぞれ予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）ＤＩＤ地区の状況の推移 

・２０１０年（平成２２年）のＤＩＤ地区の面積は３３．１km2 で、１９７０年（昭和４５年）

と比べ約２．６倍に増加しています。 

・２０１０年（平成２２年）のＤＩＤ地区の人口密度は５，０６４人/km2で、１９７０年（昭和

４５年）と比べ５６％まで減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■ＤＩＤ地区の推移 

（1970年(昭和 45年)→2010年(平成 22年)） 

(資料：国勢調査より作成） 

■ＤＩＤ地区の面積と人口密度の推移 

（資料：国勢調査より作成） 

1970 年(昭和 45 年)ＤＩＤ地区 

1970 年(昭和 45 年) → 2010 年(平成 22 年)ＤＩＤ増加地区 

 
ＤＩＤ地区の面積         ＤＩＤ地区の人口密度 

 

※ＤＩＤ地区とは、国勢調査の集計のために設定される統計地域の
ことで、人口密度が４０人/ha 以上の国勢調査の調査区が集合

し、合計人口が５，０００人以上となる地域をいう。 

 

■総人口の推移と将来の人口推計 
（資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所の 2013(H25).3予測及び 2018(H30).3予測より作成） 

（年） 

（年） 
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ⅲ）人口密度 

・２０１０年（平成２２年）の市街化区域内の人口密度は、人口密度４０人/ha 以上の地域が住

居系用途地域内を中心に分布しています。 

・２０４０年（平成５２年）には、まちなか地区を中心に、人口密度４０人/ha 以上の地域が減

少することが予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表：人口及び人口密度の現状と将来見通し  

■人口密度(左：2010年(平成 22 年)、右：2040年(平成 52 年)) 

(資料：〈左〉2010(H22)国勢調査、〈右〉国立社会保障・人口問題研究所 2013(H25).3予測の生残率・純移動率より推計して作成) 

まちなか地区 

 2010年(平成 22年) 2040年(平成 52年) 

福井市全域 266,796 人 216,298 人 

市街化区域 204,648 人 169,752 人 

(人口密度) (43.7 人/ha) (36.2 人/ha) 
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ⅳ）高齢化率 

・２０１０年（平成２２年）の高齢化率は、市街地中心部や一部の地域で、３０％以上となって

います。 

・２０４０年（平成５２年）の高齢化率は、福井市のほぼ全域で、３０％以上になると予測され

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■高齢化率(左：2010年(平成 22 年)、右：2040年(平成 52 年)) 

(資料：〈左〉2010(H22)国勢調査、〈右〉国立社会保障・人口問題研究所 2013(H25).3予測の生残率・純移動率より推計して作成) 

今後の都市づくりに求められる課題 

・市街化区域内の人口密度は、ほぼ全域で低下が進み、人口密度が４０人／haを下回る地域が

増加するとともに、福井市全域で高齢化率が３０％以上になる地域が増加することが見込ま

れます。特に、中心市街地やまちなか地区ではその傾向が顕著になります。 

・人口減少、高齢化の進展により、効率的な土地利用ができなくなることが想定されるため、

こうした状況に対応できる都市づくりが求められます。 

まちなか地区 
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２．土地利用 
 

ⅰ）土地区画整理事業 

・１９４６年（昭和２１年）の戦災復興土地区画整理事業以降、市街化区域の面積（４，６８５ha）

の７８．６％に及ぶ３，６８１ha において土地区画整理事業により、都市基盤整備を推進して

きました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）土地利用状況の推移 

・市街化区域は、人口増加やモータリゼーションの進展に伴い、１９８１年（昭和５６年）から

２００６年（平成１８年）までの２５年間で面積が４４３ha 拡大し、特に住宅や商業による土

地利用が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
■市街化区域、用途別土地利用構成の推移(資料：都市計画基礎調査より作成) 

951

(22.6%)

756

(17.8%)

668

(15.7%)

769

(17.3%)

662

(14.3%)

505

(10.7%)

1,160

(27.5%)

1,233

(29.0%)

1,269

(29.8%)

1,312

(29.6%)

1,383

(29.9%)

1,507

(32.0%)

193

(4.6%)

250

(5.9%)

287

(6.7%)

334

(7.5%)

435

(9.4%)

494

(10.5%)

486

(11.5%)

507

(11.9%)

507

(11.9%)

416

(9.4%)

394

(8.5%)

387

(8.2%)

1,146

(27.2%)

1,281

(30.1%)

1,314

(30.9%)

1,308

(29.5%)

1,373

(29.7%)

1,474

(31.3%)

281

(6.7%)

232

(5.4%)

211

(5.0%)

298

(6.7%)

378

(8.2%)

342

(7.3%)

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000 4,500 5,000

1981 (S56)

〈4,242ha〉

1986 (S61)

〈4,286ha〉

1991 (H3)

〈4,286ha〉

1996 (H8)

〈4,437ha〉

2001 (H13)

〈4,625ha〉

2006 (H18)

〈4,685ha〉

自然的土地利用 住宅用地 商業用地 工業用地 公共用地 その他の空地

(ha)

 ※〈 〉内は市街化区域面積

557 600 

1,492 
1,870 

2,504 2,675 
3,105 3,133 

3,681 
1,715 1,715 

2,380 

4,120 4,120 
4,242 4,286 4,286 

4,685 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

戦災復興

1946(S21）

震災復旧

1948(S23）

1960

(S40)

1970

(S45)

1975

(S50)

1980

(S55)

1985

(S60)

1990

(H2)

2015

(H27)

（ha）

土地区画整理事業の面積

1965

■土地区画整理事業の面積の推移(資料：福井市の庁内資料より作成) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※上段の数値は市街化区域（区域区分の設定前においては用途地域）面積 

なお、戦災復興土地区画整理事業の区域と重複する福井駅周辺土地区画 

整理事業の区域の面積は除く。 

（年）

（年） 
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ⅲ）住宅の建築動向 

・市街化区域内における２０１０年度（平成２２年度）から２０１４年度（平成２６年度）まで

の住宅の一定規模戸数（３戸以上）の建築動向については、開発許可の件数が５６件、建築確

認の件数が３５３件となっています。 

・土地区画整理事業の施行区域内における同様の建築動向については、開発許可の件数が５０件、

建築確認の件数が３１９件となっており、全体の約９割に及んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表：住宅の一定規模戸数(3戸以上)の建築動向の内訳(2010～2014年度(平成 22～26 年度)) 

 開発許可 割合 建築確認 割合 

市街化区域 56件 - 353件 - 

 土地区画整理事業施行区域 50件 89.3％ 319件 90.4％ 

その他の区域 6件 10.7％ 34件 9.6％ 

 

 

  

：住宅 3 戸以上の開発許可 

：住宅 3 戸以上の建築確認 

：土地区画整理事業施行区域 

■住宅の一定規模戸数(3戸以上)の建築動向(2010～2014 年度(平成 22～26年度)) 

(資料：福井市の庁内資料より作成) 
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24.57

(30.1%)

58.17

(68.2%)
55.67

(76.7%) 41.71

(76.3%) 25.76

(69.4%)

57.11

(69.9%)

27.18

(31.8%) 16.94

(23.3%)

12.92

(23.7%)

11.35

(30.6%)

81.67 
85.35 

72.60 

54.63 

37.11 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

1990-1994

(H2-H6)

1995-1999

(H7-H11)

2000-2004

(H12-H16)

2005-2009

(H17-H21)

2010-2014

(H22-H26)

市街化区域 市街化調整区域

(ha)

ⅳ）開発許可面積の推移 

・開発許可面積は、２０１０年（平成２２年）から２０１４年（平成２６年）までの５年間で 

３７．１haとなっており、平成７年以降の５年間ごとの開発許可面積については、市街化区域、

市街化調整区域ともに年々減少傾向にあります。 

・１９９５年（平成７年）以降は、市街化調整区域で年間平均３．４haの開発許可が行われてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

ⅴ）空き家等の立地状況 

・市街化区域内における２０１７年（平成２９年）９月時点の空き家等※ではないかと思われる

建物は、１，２１６件となっています。 

・このうち、約９割が比較的良好な状態（下表の判定Ａ及びＢ）のまま空き家等となっています。 

 

※建築物又はこれに附属する工作物であって、居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその

敷地。なお、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く 

  

判定 空き家等の状態による分類の内容 空き家数（件） 割合 

Ａ 良好なもの ７３０ ６０．０％ 

Ｂ 一部破損が見られるが特に問題ないもの ３４３ ２８．２％ 

Ｃ 破損しているが倒壊等の危険はないもの １０５ ８．７％ 

Ｄ 損壊ひどく、倒壊等の危険が考えられるもの ２８ ２．３％ 

Ｅ 
建物に問題ないが他の問題があるもの 

（植栽の道路への１ｍ以上はみ出し、ゴミの山積、悪臭発生、窓扉無施錠等） 
１０ ０．８％ 

合 計 １，２１６ １００．０％ 

■開発許可面積の推移(資料：開発許可台帳より作成) 

（年） 

表：空き家等の状態による分類(資料：福井市空き家等対策計画より作成) 

今後の都市づくりに求められる課題 

・市街化区域においては、土地区画整理事業により、これまで計画的に整備を進めてきた都市

基盤ストックを有効活用し、計画的に維持、管理していく取組、効率的な土地利用に向けた

取組が必要になります。 
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３．交通 
 

ⅰ）公共交通の現状 

・公共交通について、ＪＲ福井駅を中心に南北２方向においては、主に運行頻度の高い鉄道が福

井市と他市町を結んでおり、福井都市圏の生活交通を支えています。 

・東西４方向においては、東の２方向は主に鉄道が福井市と他市町を結んでおり、西の２方向は

バスが運行しています。 

・郊外では、地域の発意により、地域コミュニティバスが運行している地域もあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■公共交通の現状(資料：福井市の庁内資料より作成) 

ふくふく号 
 

鶉山バス 

コミュニティバスＯＫＡＢＯ 

酒生いきいきバス 

美山地域バス 

文殊山号 

日新さんさんバス 

殿下かじかポッポー 

ほやほや号 

海岸地域バス 

まちなか地区 

市街化区域 

福井都市計画区域 
乗合タクシー 
本郷ルート 

清水地域バス 

乗合タクシー 

角原ルート 
 

生部乗合タクシー 
 

西大味乗合タクシー 

 

西安居乗合タクシー 

 

岡保乗合タクシー 
 

円山重立乗合タクシー 

 

乗合タクシー 
高屋ルート 

赤十字みのり 
乗合タクシー 

凡   例 

 

路線バス 

すまいるバス 

乗合タクシー、地域バス、 
地域コミュニティバス 

地域拠点 
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ⅱ）公共交通の利便性 

・２０１０年（平成２２年）の市街化区域では、公共交通を利用しやすい区域※に住む人の割合

は、６８．１％となっています。 

・２０４０年（平成５２年）の市街化区域では、公共交通を利用しやすい区域※に住む人の割合

は、６０．２％に減少すると予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表：公共交通を利用しやすい区域に住む人の割合 

 2010年(平成 22年) 2040年(平成 52年) 

市街化区域 68.1 ％ 60.2 ％ 

まちなか地区 95.6 ％ 95.1 ％ 
 
※公共交通を利用しやすい区域：基幹的公共交通路線(運行頻度が片道 30 本/日以上のサービス水準)の鉄道駅・

バス停の徒歩圏域(鉄道は半径 800m圏、バス停は半径 300m圏) 

  

■公共交通を利用しやすい区域のカバー状況(左：2010 年(平成 22 年)、右：2040 年(平成 52 年)) 

(資料：〈左〉2010(H22)国勢調査、〈右〉国立社会保障・人口問題研究所 2013(H25).3予測の生残率・純移動率より推計して作成) 

 

まちなか地区 
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ⅲ）公共交通利用者数の推移 

・鉄道の利用者数は、近年増加傾向にあり、２０１４年（平成２６年）時点で６８６．５万人と

１９９９年（平成１１年）時点の６６９．６万人の水準を超えて増加傾向にあります。 

・えちぜん鉄道の利用者数は、２０１４年（平成２６年）時点で２１９．８万人と鉄道事故によ

る運行停止前の水準以上に増加しています。 

・福井鉄道の利用者数は、２００８年（平成２０年）以降増加傾向にあり、２０１４年（平成 

２６年）時点で１１５．２万人に増加しています。 

・すまいるバス及び京福バスの利用者数は、２００７年（平成１９年）以降減少傾向にあり、 

２０１４年（平成２６年）時点でそれぞれ４７．５万人、２７６．７万人まで減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

今後の都市づくりに求められる課題 

・今後、公共交通を利用しやすい区域に住む人口が減少すると、公共交通の利用率が増加して

も利用者の増加に繋がらなくなるなどの可能性があり、公共交通サービス水準の低下や公共

交通利用者の更なる減少に繋がるおそれがあります。 

・公共交通の利便性向上とともに、公共交通を利用しやすい区域に住む人口を維持、誘導する

など、公共交通と一体となった取組が重要になります。 

3,871 3,834 3,638 3,643 3,486 3,467 3,483 3,505 3,561 3,516 

1,781 1,762 1,962 2,033 1,973 2,015 2,095 2,126 2,193 2,198 

1,044 989 910 885 922 981 1,014 1,035 1,133 1,152 

6,696 6,585 6,510 6,560 6,381 6,463 6,591 6,666 6,887 6,865 
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(H26)

JR えちぜん鉄道 福井鉄道

(千人)

■鉄道乗車人員(上)、バス乗車人員(下)の推移(資料：福井市の庁内資料より作成) 

※ＪＲは、ＪＲ福井駅の乗車人員 

  えちぜん鉄道(H11、12 年は京福電鉄)、福井鉄道は福井市内駅の
乗車人員の合計 

 

※京福バスは、福井駅前発着路線の乗車人員 
  すまいるバスは、田原・文京方面、照手・足羽方面、木田・板垣方面、

城東・日之出の乗車人員 
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４．都市機能 
 

ⅰ）医療施設の利便性 

・２０１０年（平成２２年）の市街化区域では、医療施設を利用しやすい区域※に住む人の割合

は、９２．２％となっています。 

・２０４０年（平成５２年）の市街化区域では、医療施設を利用しやすい区域※に住む人の割合

は、８３．７％に減少すると予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

） 

 

 

 

 

 

 
表：医療施設を利用しやすい区域に住む人の割合 

 2010年(平成 22年) 2040年(平成 52年) 

市街化区域 92.2 ％ 83.7 ％ 

まちなか地区 100.0 ％ 100.0 ％ 
 
※医療施設を利用しやすい区域：医療施設(内科又は外科を有する病院・診療所)から半径 800mの圏域 

  

■医療施設を利用しやすい区域のカバー状況(左：2010 年(平成 22 年)、右：2040 年(平成 52 年)) 

(資料：〈左〉2010(H22)国勢調査、〈右〉国立社会保障・人口問題研究所 2013(H25).3予測の生残率・純移動率より推計して作成) 

 

 

まちなか地区 
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ⅱ）福祉施設の利便性 

・２０１０年（平成２２年）の市街化区域では、福祉施設を利用しやすい区域※に住む人の割合

は、９５．５％となっています。 

・２０４０年（平成５２年）の市街化区域では、福祉施設を利用しやすい区域※に住む人の割合

は、８７．１％に減少すると予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

表：福祉施設を利用しやすい区域に住む人の割合 

 2010年(平成 22年) 2040年(平成 52年) 

市街化区域 95.5 ％ 87.1 ％ 

まちなか地区 100.0 ％ 100.0 ％ 
 
※福祉施設を利用しやすい区域：福祉施設［要支援、要介護の認定を受けた高齢者に介護サービスを提供する通

所系の施設(特別養護老人ホーム等の入所系の施設を除いたもの)］から半径

800mの圏域 

 

 

 

 

 
  

■福祉施設を利用しやすい区域のカバー状況(左：2010 年(平成 22 年)、右：2040 年(平成 52 年)) 

(資料：〈左〉2010(H22)国勢調査、〈右〉国立社会保障・人口問題研究所 2013(H25).3予測の生残率・純移動率より推計して作成) 

 

 

 

まちなか地区 



- 26 - 

 

ⅲ）商業施設の利便性 

・２０１０年（平成２２年）の市街化区域では、商業施設を利用しやすい区域※に住む人の割合

は、８１．９％となっています。 

・２０４０年（平成５２年）の市街化区域では、商業施設を利用しやすい区域※に住む人の割合

は、７５．３％に減少すると予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表：商業施設を利用しやすい区域に住む人の割合 

 2010年(平成 22年) 2040年(平成 52年) 

市街化区域 81.9 ％ 75.3 ％ 

まちなか地区 77.6 ％ 78.3 ％ 
 
※商業施設を利用しやすい区域：商業施設(専門・総合スーパー、百貨店)を有するメッシュの中心から半径 800m

の圏域 

  

■商業施設を利用しやすい区域のカバー状況(左：2010 年(平成 22 年)、右：2040 年(平成 52 年)) 

(資料：〈左〉2010(H22)国勢調査、〈右〉国立社会保障・人口問題研究所 2013(H25).3予測の生残率・純移動率より推計して作成) 

 

まちなか地区 
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■都市機能の集積状況等 

ⅳ）都市機能の集積状況 

都市機能（医療施設、福祉施設、商業施設）の集積状況と公共交通を利用しやすい区域などをまと

めると、下図に示すとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

以下のいずれかの区域が含まれる範囲 

・ 医療・福祉・商業施設を利用しやすい区域 

・ 公共交通を利用しやすい区域 

・ 人口密度 40 人/ha 以上の区域 

都市機能の集積状況 

市街化区域 
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ⅴ）地域拠点における都市機能の集積状況 

各地域拠点の都市機能の集積状況は、下図のとおり整理されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域拠点 

市街化区域 農山漁村地域 
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商業機能・店舗 ○ ○ ○ ○ 
 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

業務機能 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

行政サービス機能   ○ ○  ○ ○    
 

○ ○ 

医療機能 ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○  ○ ○ 

福祉機能 ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○   ○  

文化・教育・スポーツ機能 ○ ○  ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

交流機能 ○  ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

レクリエーション機能          ○  ○  

コンベンション機能 ○          ○   

：日常生活を支える機能が中心     ：公共サービス機能が中心 

 

   

■地域区分 

(福井市都市計画マスタープラン再掲) 

今後の都市づくりに求められる課題 

・医療施設、福祉施設、商業施設などの生活サービス施設は、市街化区域全体や農山漁村地域

の地域拠点に立地していますが、将来においては、現在の生活サービス施設を利用しやすい

区域の多くで人口密度が低下し、高齢化率が上昇することが予測され、これにより集客効率

や利用効率が低下し、施設の撤退や生活利便性が低下するおそれがあります。 

・人口減少、高齢化の進展の中にあっても、生活利便性の維持や地域拠点として必要な都市機
能の維持に向けた取組が必要です。 

■各地域拠点における都市機能の集積状況 
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■中心市街地・まちなか地区の人口の推移(資料：住民基本台帳より作成) 

5,477 5,063 4,725 4,159 4,098 

34,959 33,392 31,099 28,580 27,158 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

1997 (H9) 2000 (H12) 2005 (H17) 2010 (H22) 2015 (H27)

中心市街地内 まちなか地区

(人)

中心市街地 福井市 中心市街地の割合

５．中心市街地 
 

ⅰ）人口の推移 

・２０１５年（平成２７年）の中心市街地の人口は、１９９７年（平成９年）と比較して 

１，３７９人（増減率－２５．２％）減少しています。また、まちなか地区の人口は、 

７，８０１人（増減率－２２．３％）減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）床面積・床効率の推移 

・商店数は、１９９７年（平成９年）以降、市全体、中心市街地ともに減少し、市全体では、 

２０１４年（平成２６年）時点で２，３５８店となっており、中心市街地の割合は全体の 

１０．６％まで減少しています。 

・売場面積は、市全体でみると２００７年（平成１９年）までは増加し、その後減少しています。

中心市街地では大きな増減はありませんが、市全体に占める割合は、２０１４年（平成２６年）

時点では１１．６％となっており、１９９７年（平成９年）時点と比較すると減少しています。 

・年間小売販売額は、市全体でみると２００７年（平成１９年）までは大きな増減はありません

が、その後減少しています。中心市街地では１９９７年（平成９年）以降減少が続いており、

市全体に占める割合も減少が続いています。 

・床効率（年間小売販売額／売場面積）は、中心市街地でみると下落傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■商店数(上左)、売場面積(上右)、 
年間小売販売額(下)の推移 

(資料：商業統計調査より作成) 

6.12 5.38 5.24 4.95 5.14

39.54 43.46 45.80 48.26 44.28

15.5%
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11.5%
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11.6%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

0

10

20

30

40

50

60

1997

(H9)

2002

(H14)

2004

(H16)
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3,795 3,598 3,390 3,273 

2,358 
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※まちなか地区の人口は、中心市街地
の人口を含んでいない。 

（年） 

（年） （年） 

（年） 
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ⅲ）地価の推移 

・２０１５年（平成２７年）の住宅地の地価は、まちなか地区でみると１９９７年（平成９年）

時点の地価の約０．３９倍になっています。 

・２０１５年（平成２７年）の商業地の地価は、中心市街地でみると１９９７年（平成９年） 

時点の地価の約０．１６倍になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■住宅地(左)、商業地(右)の地価の推移(資料：都道府県地価調査より作成) 

今後の都市づくりに求められる課題 

・中心市街地では、人口が減少するとともに商店数や売場面積、年間小売販売額が減少し、そ

れらの福井市全体に占めるシェアも低下しています。 

・商業地の地価も減少している中で、中心市街地の更なる空洞化や活力・魅力の低下が懸念さ

れており、中心市街地の定住人口の増加や魅力ある都市機能の維持、誘導の取組が必要にな

ります。 

まちなか地区 中心市街地 
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６．防災 
 

ⅰ）各種ハザード区域の状況 

・足羽山、兎越山、八幡山や丸山等を中心に、土砂災害警戒区域等が指定されています。 

・１９６０年（昭和３５年）以降の市街地整備によってＤＩＤ地区が広がり、土砂災害警戒区域

等の区域内まで拡大しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■土砂災害警戒区域等(左)、浸水想定区域等(右)の指定状況 
 

 

今後の都市づくりに求められる課題 

・地形上、市街化区域のほぼ全域が浸水想定区域に含まれるため、居住を誘導する区域の設定

において、ハザード区域全体を除外することは困難です。そのため、市街地における浸水対

策などの取組が必要になります。 

・自治会単位での自主防災組織の活動やコミュニティが持続的に確保されるよう、居住誘導区

域の設定にあたっては全域にわたっての一定程度の人口密度の維持が必要になります。加え

て、地域や行政などが協働しながら、防災体制の整備・強化に取り組むことも重要です。 

(資料：国勢調査、福井県土砂災害警戒区域等管理システムより作成) 

③ 

① 足羽山 

② 兎越山､八幡山

③ 丸山 

① 

② 
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７．財政状況 
 

ⅰ）公共施設の整備状況 

・福井市の公共施設の６８％は築後３０年を経過し、施設の更新時期については高度経済成長期

とバブル期前後に建設された施設の更新時期が集中しています。 

・近い将来集中する施設更新費の増大に対応するため、施設更新コストの平準化に取り組んでい

くことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）都市基盤ストックの推移 

・道路、都市公園、下水道の都市基盤ストックは年々増加しており、２０１４年（平成２６年）

の延長（面積）と１９９８年（平成１０年）の延長（面積）とを比較すると、道路（市道）延

長及び都市公園（市管理）面積は約１．３倍、下水道管渠延長は約１．７倍になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■「道路(市道)延長」(上左)、「都市公園(市管理)

面積」(上右)、「下水道管渠延長」(下左)の推移 

(資料：福井市の庁内資料より作成) 
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■建築年度別の施設整備状況(資料：福井市施設マネジメント計画) 

（年） 

（年） 

（年） 

（年） 
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民生費

353億円

公債費

171億円
土木費

163億円

教育費

98億円

総務費

92億円

衛生費

62億円

消防費

40億円

農林水産業費

35億円

商工費

35億円

議会費

7億円 労働費

7億円

歳出合計

1,063億円

土木費

88億円

教育費

80億円

民生費

75億円

総務費

68億円

公債費

40億円

農林水産業費

28億円

商工費

27億円

衛生費

18億円

消防費

17億円

労働費

8億円

議会費

5億円
災害復旧費

3億円

歳出合計

457億円

自主財源

534億円
依存財源

542億円

市税

436億円

諸収入

44億円
分担金及び負担金

19億円
その他

34億円

市債

173億円

国庫支出金

148億円

地方交付税

103億円

県支出金

70億円

その他

48億円

歳入合計

1,077億円

自主財源

307億円

依存財源

158億円 市税

244億円

諸収入

34億円

分担金及び負担金

21億円

その他

9億円

国庫支出金

55億円

市債

53億円

県支出金

21億円

地方交付税

18億円
その他

11億円

歳入合計

465億円

ⅲ）歳入・歳出構造の推移 

・２０１３年度（平成２５年度）の歳入総額は３０年前と比較して、約２．３倍に増加していま

す。 

・２０１３年度（平成２５年度）の自主財源比率は３０年前と比較して、約１．６割減少してい

ます。 

・歳出状況は、民生費が大きく増加しており、民生費＋公債費の比率は３０年前と比較して、 

約２.４割増加しています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

今後の都市づくりに求められる課題 

・今後の人口減少、高齢化の進展に伴い市税などの自主財源が減少する一方で、今後３０年間

に公共施設の施設更新時期が集中してくるとともに、都市基盤ストックは年々増加してお

り、維持管理費の増大が見込まれています。 

・これらに対応した都市づくりが必要であり、将来の財政や需要に対する見通し、平準化が重

要になります。 

■人口密度と一人あたりの行政コスト

との関係性(資料：国土交通省資料) 

（参考）人口密度と一人あたりの行政コスト 

    ・人口密度と一人あたりの行政経費との間には、一定の関係がみられ、人口 

密度が小さいほど一人あたりの行政経費が増加する傾向にあります。 

 

30 年前 
1983 年度 
(S58 年度) 

現在 
2013 年度
(H25 年度) 

■歳入構造(左)、歳出構造(右)の推移(資料：福井市の庁内資料より作成) 
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第３節 課題の整理と解決の方向性 

ⅰ）課題の整理 

都市の現状と将来の見通しについて課題分析を行った結果、「福井市立地適正化計画」において

解決すべき課題として、「まちなか地区の空洞化、活力低下」、「公共交通利用者数の減少傾向」、「都

市基盤ストックの維持管理費の増大」への対応が求められます。 

■「福井市立地適正化計画」における課題の整理

・地形上、市街化区域のほぼ全域が浸水想定区域（市街地の浸水対策等

の取組が必要）。

・自治会単位の自主防災組織の活動やコミュニティが持続的に確保され

るよう、一定の人口密度の維持が必要。

・地域や行政などが協働しながら、防災体制の整備・強化に取り組むこ

とも重要。

・市街化区域内の人口密度は、ほぼ全域で低下が進み、４０人／haを下

回る地域が増加。

・市全域で高齢化率が３０％以上になる地域が増加。

・特に、中心市街地やまちなか地区では人口減少・高齢化の傾向が顕著。 

・人口減少、高齢化の進展に対応できる都市づくりが必要。

・市街化区域においては、土地区画整理事業により、これまで計画的に

整備を進めてきた都市基盤ストックを有効活用し、計画的に維持、管

理していく取組、効率的な土地利用の活用に向けた取組が必要。

・医療施設、福祉施設、商業施設等の生活サービス施設は市街化区域全

体や農山漁村地域の地域拠点に立地。

・将来、人口密度の低下、高齢化率の上昇により、集客効率や利用効率

の低下、施設の撤退や生活利便性の低下が懸念。

・人口減少、高齢化の進展の中にあっても、生活利便性の維持や地域拠
点として必要な都市機能の維持に向けた取組が必要。

・今後の人口減少、高齢化の進展に伴い市税などの自主財源が減少。

・今後３０年間に公共施設の施設更新時期が集中。

・都市基盤ストックは年々増加しており、維持管理費が増大。

・将来の財政や需要に対する見通し、平準化が重要。

・公共交通を利用しやすい区域に住む人口の減少による、公共交通サー

ビス水準の低下や公共交通利用者の更なる減少が懸念。

・公共交通の利便性向上とともに、公共交通を利用しやすい区域に住む

人口を維持、誘導するなど、公共交通と一体となった取組が重要。

・人口減少、商店数や売場面積、年間小売販売額が減少（市全体に占め

るシェアも低下）。

・中心市街地の更なる空洞化や活力・魅力の低下が懸念。

・定住人口の増加や魅力ある都市機能の維持、誘導の取組が必要。
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ⅱ）課題解決の方向性 

「福井市都市計画マスタープラン」では、社会情勢の変化など改訂の背景をはじめ、現状と動向、

市民意識調査、都市計画マスタープランの評価、人口、世帯数の将来推計の視点から、都市づくり

の課題を整理しています。「福井市立地適正化計画」において整理した課題については、「福井市都

市計画マスタープラン」に示す３つの「全体に共通する課題」、５つの「都市づくりの課題」への

対応が必要になります。 

このため、「福井市立地適正化計画」では、「福井市都市計画マスタープラン」と同じ方向性のも

とで今後の都市づくりに求められる課題の解決に取り組んでいきます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
  

■「福井市立地適正化計画」における課題解決の方向性 

≪全体に共通する課題≫ 

≪都市づくりの課題≫ 

①本格的な人口減少時代・ 
超高齢社会への対応 

 

 

 

 

 

 

 
③『住みたい、住みつづけたい』と
思える個性豊かな地域の育成 

⑤四季の彩りが感じられる 
美しい景観の形成 

④自然環境と共生する 
安全・安心な都市の形成 

⑥広域的な交流・連携を促進 
する魅力と基盤の形成 

 

 

 

 

 

 

⑦今ある資源（ストック）の 
有効活用と適正管理 

 

 

 

 

 

⑧多様な主体による 
「協働」の仕組みの醸成 

 

 

 

 

 

 

 

 

②県都の顔の再生 
(中心市街地活性化) 

 

 

 

 

 

 

 

都市の現状と将来の見通しの把握 
(【 】内は、都市の現状把握や課題分析の視点） 

「福井市都市計画マスタープラン」に 

おける都市づくりの課題 

総人口の推移・予測、ＤＩＤ地区の状況の推

移、人口密度、高齢化率 

 

 

土地利用状況及び開発許可面積の推移 

 

 

公共交通の利便性、公共交通の利用者数の推

移 

 

 

医療施設、福祉施設及び商業施設の利便性、

都市機能の集積状況 

 

 

人口や床面積・床効率、地価の推移 

 

 

各種ハザード区域の状況 

 

 

公共施設の整備状況、都市基盤ストックの推

移、歳入・歳出構造の推移 

１．人口【人口】 

 

４．都市機能【都市機能】 

 

３．交通【都市交通】 

 

６．防災【災害】 

 

５．中心市街地【経済活動】 

 

７．財政状況【財政】 

 

２．土地利用【土地利用】 
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第３章 立地適正化に関する基本的な考え方 
 

１．都市づくりの基本方針 
 

「福井市都市計画マスタープラン」に掲げる集約型都市構造への転換を実現するためには、将来

都市像として掲げる「自然環境との共生・調和を基本とした水と緑あふれる都市」、「中心市街地と

地域拠点が公共交通ネットワークにより有機的に結ばれた都市」を具現化していくことが重要にな

ります。 

このため、「福井市立地適正化計画」においても、目指すべき都市づくりの理念とする「暮らし

の豊かさを実感できる「歩きたくなる」まち」のもと、身近な地域で歩いて暮らせることを基本と

した集約型都市構造への転換を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ■目指す都市づくりのイメージ 

(福井市都市計画マスタープラン再掲) 

 

■将来都市像 

１ 自然環境との共生・調和を基本とした水と緑あふれる都市 
 市街地の拡散抑制と緑豊かな潤い空間の確保  
 農山漁村部の自然環境の保全と活用  

 
２ 中心市街地と地域拠点が 

公共交通ネットワークにより有機的に結ばれた都市 
 にぎわい・観光・交流の拠点となる中心市街地の形成  
 日常生活に必要な機能を集約した地域拠点の形成  
 公共交通幹線軸の強化と幹線軸沿いへの都市機能の集積  
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２．立地の適正化に関する基本的な方向性 
 

福井市立地適正化計画区域では、集約型都市構造への転換に向けて、これまでの都市づくりの継

続性や市街地の土地利用の方針等を踏まえつつ、今後の人口減少・超高齢社会を見据えた住宅や公

共公益施設等の適正な誘導を進めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ⅰ）市街地における都市基盤ストックを活かした生活利便性の維持 

・市街地では、現在の生活利便性の高い土地利用状況を維持するとともに、既存の都市基盤

や鉄軌道などのストックを有効に活用しながら、福井都市圏の中心として、中心市街地や

まちなか地区、鉄道駅周辺など地域の特性に応じた機能の維持、誘導を図っていきます。 

・市街地とその周辺にある農村部では、それぞれの地域の特性を踏まえながら、公共交通、

医療、福祉、商業、住宅、農業などの関係分野との連携を図り、適切な土地利用の誘導を

目指します。 

■土地利用方針図(福井市都市計画マスタープラン再掲) 
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■市街化区域内での機能分担のイメージ 

機能種別 まちなか地区等で分担 
日常生活圏、幾つかの 
日常生活圏で分担 

基礎生活単位で分担 

 対  象 全市(Monthly～) (Weekly) 公民館区程度(Daily) 

行 政 サ ー ビ ス 
機 能 

公務(市役所・県庁・国出先機
関)、情報センター等 

現サービスセンター等の 

一般窓口等 

 

文化・コミュニテ
ィ 機 能 

劇場、音楽ホール、コンベン
ションホール、中央美術館・
博物館・図書館・体育館、産
業展示館、カルチャーセンタ
ー、コミュニティカレッジ、
生涯学習センター等 

地域図書館、地域スポーツ

センター、地域交流センタ

ー等 

地区公民館 

医 療 ・ 福 祉 
機 能 

中央病院、保健センター等 一般病院やデイケアセン 

ター等 

医院・診療所等の日常的な医

療サービス機能、児童館 

教 育 機 能 大学、専門学校等 中学校 小学校 

そ の 他 
中央公園、高次商業・業務集
積 

公園(地区公園レベル)、近

隣商業集積又はショッピン

グセンター 

公園(近隣公園レベル)、日常

的な商業サービス機能(店

舗・銀行等) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ■まちなか地区の空間イメージ 

ⅱ）にぎわい交流拠点を中心とした魅力あるまちなか地区の形成 

・まちなか地区は、戦災復興土地区画整理事業の範囲を概ね含み、中心市街地や主要な幹線

道路沿道を中心に土地の高度利用を促進していることから、今後も継続して、福井県及び

福井市の社会経済活動の中心的な役割を果たすために必要な機能の維持、誘導を図ってい

きます。 

・まちなか地区は、にぎわい、交流など多様な分野の拠点となるため、関係する分野と連携

を図りながら、交流の核となる公共公益施設や広域的施設の維持、誘導に努めるとともに、

まちなか地区内への居住の促進に取り組みます。 

(上記 2つのイメージは、福井市都市計画マスタープランを基に作成) 
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■市街化区域内での機能分担のイメージ 

機能種別 まちなか地区等で分担 
日常生活圏、幾つかの 
日常生活圏で分担 

基礎生活単位で分担 

 対  象 全市(Monthly～) (Weekly) 公民館区程度(Daily) 

行 政 サ ー ビ ス 
機 能 

公務(市役所・県庁・国出先機関)、

情報センター等 

現サービスセンター等の
一般窓口等 

 

文化・コミュニ
テ ィ 機 能 

劇場、音楽ホール、コンベンショ

ンホール、中央美術館・博物館・

図書館・体育館、産業展示館、カ

ルチャーセンター、コミュニティ

カレッジ、生涯学習センター等 

地域図書館、地域スポー
ツセンター、地域交流セ
ンター等 

地区公民館 

医 療 ・ 福 祉 
機 能 

中央病院、保健センター等 一般病院やデイケアセン
ター等 

医院・診療所等の日常的な

医療サービス機能、児童館 

教 育 機 能 大学、専門学校等 中学校 小学校 

そ の 他 
中央公園、高次商業・業務集積 公園(地区公園レベル)、

近隣商業集積又はショッ
ピングセンター 

公園(近隣公園レベル)、日

常的な商業サービス機能

(店舗・銀行等) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市街地(市街化区域) 農村部(市街化調整区域) 

  

 ■日常生活圏の空間イメージ 

(上記 2つのイメージは、福井市都市計画マスタープランを基に作成) 

ⅲ）日常生活に必要な機能を集約した地域拠点の形成と公共交通ネットワークの確保 

・地域拠点では、現在の生活利便性の高い土地利用状況を維持しつつ、高齢者をはじめとす

る市民が自動車に過度に頼ることなく日常生活を送れるよう、必要な機能の維持に努めま

す。 

・地域拠点の形成にあたっては、公共交通との連携が必要であることを踏まえ、広域的施設

等が集積・立地している中心市街地やまちなか地区へのアクセスなど、公共交通の利便性

向上やネットワークの確保に取り組むとともに、公共交通を利用しやすい区域に住む人口

の維持、誘導を図ります。 
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３．暮らしのイメージ 

「福井市都市計画マスタープラン」における「目指すべき都市の将来像」及び「土地利用の方針」、

「福井市立地適正化計画」における「都市づくりの基本方針」及び「立地の適正化に関する基本的

な方向性」を踏まえ、福井市全域について以下のとおり区域を分類し、各区域における土地利用の

経緯や特性、暮らしのイメージを例示しました。 

区域 土地利用の経緯や特性、暮らしのイメージ 

まちなか地区 

・戦災復興土地区画整理事業により都市基盤が整備され、住宅と多様な都市機

能施設が共存し、土地の高度利用を図りながら生活しやすい市街地を形成す

る地区

・中高層の共同住宅や戸建て住宅で、徒歩や自転車、公共交通を利用した生活

中心市街地 

・行政サービス施設や商業施設などの広域的な都市機能施設が集積し、公共交

通機関の結節機能を活かした高次都市機能が集積する地区

・中高層の共同住宅が中心で、徒歩や自転車、公共交通を利用した生活

鉄道沿線地区 

・明治、大正時代から整備が進められてきた鉄道の駅周辺※1 で、住宅と暮らし

を支える店舗や事務所などが調和した生活しやすい環境を形成する地区

・戸建て住宅や低中層の共同住宅で、徒歩や自転車で鉄道を利用した生活

地域拠点 

・鉄道駅の交通結節点としての機能を有し、住宅と暮らしを支える店舗や事務

所などが集積する地区

・戸建て住宅や低中層の共同住宅で、徒歩で鉄道を利用した生活

一

般

市

街

地 

一般居住地区 

・土地区画整理事業により都市基盤が整備され、住宅と暮らしを支える店舗や

事務所などが調和したゆとりある生活環境を形成する地区

・庭付きの戸建て住宅や低中層の共同住宅で、自動車やバスを利用した生活

地域拠点 

・主要なバス路線が形成され、住宅と暮らしを支える店舗や事務所などが集積

する地区

・戸建て住宅や低中層の共同住宅で、主にバスを利用した生活

住工共生地区 

・事務所や工場と共に住宅が立地し、職住近接の観点から生活利便性が高い地

区※2

・戸建て住宅や事務所を兼ねた住宅で、自動車や自転車を利用した生活

工業系市街地 

及び 

大規模工場等 

・周辺環境への影響を考慮しながら工業の利便を増進する地区※3、又は大規模

な工場等※4が立地した土地利用を維持する地区

・戸建て住宅や寄宿舎で、主に自動車を利用した生活

※1 駅から概ね半径 500m圏の地区

※2 工業系の用途地域が指定されている区域のうち、工業系土地利用が進展している地区（2016年度(平成 28年度)都市計画基礎調査

において宅地用地面積※5のうち工業用地率 20％超かつ住宅用地率 50％未満）又は地区計画等により住宅の建築に制限がある地区 

※3 工業系の用途地域が指定されている区域のうち地区計画等により住宅の建築が禁止されている地区

※4 概ね 1ha以上の工場等、境浄化センター、競輪場、自動車学校

※5 住宅用地、商業用地、工業用地の面積合計  

表：土地利用の経緯や特性から分類した区域における暮らしのイメージ（市街化区域）
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■土地利用の経緯や特性から分類した区域（市街化区域） 
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区域 土地利用の経緯や特性、暮らしのイメージ 

市街化調整区域 

・開発許可制度の適切な運用により市街化を抑制する基本的な考え方のもと、

田園景観の維持、保全を図るとともに、その土地の歴史性や文化性を尊重し

ながら、快適でゆとりある居住環境の形成を図る地区 

・低層の戸建て住宅で、十分な広さの庭や駐車スペースがあり、自動車やパー

クアンドライドを利用した生活 

 地域拠点 

・バス（地域バスを含む。）路線が形成され、集落の日常生活に必要な施設だけ

でなく、都市住民との交流の拠点などが集積する地区 

・低層の戸建て住宅で、十分な広さの庭や駐車スペースがあり、自動車やバス

を利用した暮らしの中で、日常生活に必要な施設を徒歩や自転車等で利用で

きる生活 

福井都市計画区域外 

・山林や海岸など恵まれた自然景観の維持、保全を図るとともに、これらの自

然を活用した体験学習や安全な食の供給の場として、多様な人々との連携、

交流を進めながら、地域の特性にふさわしい集落環境の形成を図る地区 

・低層の戸建て住宅で、十分な広さの庭や駐車スペースがあり、主に自動車を

利用した生活 

 地域拠点 

・バス（地域バスを含む。）路線が形成され、集落の日常生活に必要な施設だけ

でなく、多様な人々との交流促進のための物産販売施設などが集積する地区 

・低層の戸建て住宅で、十分な広さの庭や駐車スペースがあり、主に自動車を

利用した暮らしの中で、日常生活に必要な施設を徒歩や自転車等で利用でき

る生活 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

美山駅周辺 
（地域拠点） 

越廼総合 
支所周辺 

（地域拠点） 

美山駅周辺 
（地域拠点） 

すかっとらんど九頭竜周辺 
（地域拠点） 

清水保健センター周辺
（地域拠点） 

越廼総合 
支所周辺 

（地域拠点） 

福井都市計画区域（17,800ha） 

（福井市⽴地適正化計画区域） 

⾏政区域（53,641ha） 

（福井市都市計画マスタープラン区域） 

■土地利用の経緯や特性から分類した区域（農山漁村地域） 

表：土地利用の経緯や特性から分類した区域における暮らしのイメージ（農山漁村地域） 
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第４章 居住誘導区域 
 

１．区域設定の基本的な考え方 
 

居住誘導区域は、人口減少の中にあっても生活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよ

う一定の範囲において人口密度を維持する区域であり、福井市においては、居住誘導区域を以下の

ように定めることが考えられます。 

 

都市計画運用指針 居住誘導区域を定めることが考えられる区域 

都市機能や居住が集積している都市の

中心拠点及び生活拠点並びにその周辺

の区域 

■中心市街地、まちなか地区 

■地域拠点 

都市の中心拠点及び生活拠点に公共交

通により比較的容易にアクセスするこ

とができ、都市の中心拠点及び生活拠

点に立地する都市機能の利用圏として

一体的である区域 

■中心市街地及び地域拠点と連絡する公共交通を利用

しやすい区域 

※運行頻度が 30本/日以上、又はピーク時概ね 3本以上の

サービス水準の鉄道駅、バス停の徒歩圏(鉄道は半径

800m、バス停は半径 300m) 

合併前の旧町村の中心部等、都市機能

や居住が一定程度集積している区域 

■医療・福祉・商業施設(診療所、通所介護施設、スー

パーマーケット)を利用しやすい区域 

■人口密度 40人/ha以上の区域 

 

一方、都市計画運用指針に基づき、居住誘導区域に含まない区域は、以下のように考えられます。 

 

    

居住誘導区域に 

含まない区域 

・市街化調整区域(都市計画法) 

・災害危険区域(建築基準法） 

・農用地区域(農業振興地域の整備に関する法律) 

・農地法、自然公園法、森林法、自然環境保全法に基づく指定区域等 

・法令、条例等により住宅の建築が制限されている区域 

・地域の歴史的経緯等に留意して定めない区域 

・災害の発生のおそれがある区域 
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２．居住誘導区域の設定 

福井市では、市街化区域内において土地区画整理事業による都市基盤の整備を積極的に進め、計

画的な都市づくりを行った結果、医療施設、福祉施設、商業施設などの生活サービス施設は、市街

化区域全体に立地し、戸建て住宅を中心とした良好な居住環境が形成されています。こうした状況

や「第３章３．暮らしのイメージ」で土地利用の経緯、特性から分類した区域を踏まえ、都市基盤

ストックを活かした生活利便性の高い市街地において一定の人口密度を保つ区域を居住誘導区域

として設定します。 

また、これまで福井県及び福井市の社会経済活動の中心的役割を果たしてきた「まちなか地区」

及び明治、大正時代から都市の骨格として整備されてきた鉄道の駅周辺は、昭和３０年代以降に土

地区画整理事業によって整備されてきた市街地と比べて、住宅の建築活動が少なく人口減少の傾向

が大きくなっています。 

このため、まちなか地区及び鉄道の駅から概ね半径５００ｍ圏の「鉄道沿線地区」を「居住環境

再構築区域」に位置づけ、人口減少、高齢化の進展の中にあっても、既存の都市基盤や鉄軌道など

のストックを有効に活用しながら、次世代にも引き継ぐため、居住環境の再構築に取り組んでいき

ます。 

なお、居住地は、様々な価値観や暮らし方によって選択されるものであり、居住誘導区域外にお

ける居住を否定するものではありません。 

居
住
誘
導
区
域
を
設
定
す
る
区
域

まちなか地区 

福井県及び福井市の社会経済活動の中心的役割を果たしてきた地区※1

※1)【改訂】福井市都市計画マスタープラン（全体構想） 32頁参照

鉄道沿線地区 駅から概ね半径 500m圏の地区 

一般居住地区 

生活利便性（都市機能※2又は公共交通※3の利便性）が高い区域、又は人

口密度が 40人/ha以上ある区域 

※2)都市機能の利便性が高い区域：医療施設、福祉施設、商業施設を利用しやすい区域（半径 800m

圏域）

※3)公共交通の利便性が高い区域：駅から半径 800m圏域、バス停から半径 300m圏域

居
住
誘
導
区
域
を
設
定
し
な
い
区
域

住工共生地区 

工業系の用途地域が指定されている区域のうち工業系土地利用が進展※4

している地区、又は地区計画等により住宅の建築に制限がある地区 

※4）2016年度(平成 28年度)都市計画基礎調査において宅地用地面積のうち工業用地率

20％超かつ住宅用地率 50％未満） 

工業系市街地及び 

大規模工場等 

工業系の用途地域が指定されている区域のうち地区計画等により住宅の

建築が禁止されている地区、概ね 1ha以上の工場等、境浄化センター、競

輪場、自動車学校 

その他 
概ね 2ha以上の運動公園及び近隣公園等 

山林等の自然的土地利用されている区域 

表：居住誘導区域を設定する区域の整理 

表：居住誘導区域を設定しない区域の整理 
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■居住誘導区域 

(参考) 

市街化区域 

(2010年(H22 年）時点) 
居住誘導区域 

居住誘導区域の 

市街化区域に対する割合 

4,685 ha 3,832 ha 81.79 ％ 
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第５章 都市機能誘導区域及び誘導施設 
 

第１節 都市機能誘導区域 
 

１．区域設定の基本的な考え方 
 

都市機能誘導区域は、医療、福祉、商業等の都市機能を都市の中心拠点や生活拠点に誘導し集約

することにより、これらの各種サービスの効率的な提供を図る区域です。 

区域の設定にあたっては、区域内の人口や経済活動のほか、公共交通へのアクセス等を勘案し、

市町村の主要な中心部のみならず、地域の実情や市街地形成の成り立ちに応じて必要な区域を定め、

それぞれの都市機能誘導区域に必要な誘導施設を定めます。福井市においては、都市機能誘導区域

を以下のように定めることが考えられます。 

 

都市計画運用指針 
都市機能誘導区域を定めることが 

考えられる区域 

鉄道駅に近い業務・商業などが集積する地域

等、都市機能が一定程度充実している区域 ■中心市街地、まちなか地区 

■地域拠点 周辺からの公共交通によるアクセスの利便性

が高い区域等、都市の拠点となるべき区域 

ⅰ）にぎわい交流拠点（中心市街地、まちなか地区） 

まちなか地区では、田原町駅周辺整備など公共交通の利便性向上に取り組むとともに、地区内

への居住促進を図っています。今後、まちなか地区内の高齢化は、一層、進展することが予測さ

れており、これらの取組と合わせ高齢者を支える福祉機能の維持を図っていく必要があります。

また、中心市街地では、県都の活力を支えるための「にぎわい交流拠点」として、北陸新幹線の

開業などを見据え、福井駅周辺の再整備や歩行者空間の整備、良好な景観の形成に向けた施策等

に取り組んでいます。 

まちなか地区の建物や都市基盤は、戦災、震災から７０年余りが経過し、多くの建物が更新時

期を迎えており、民間の活動や投資を促進する必要があることから、まちなか地区に都市機能誘

導区域を設定し、福井県及び福井市の社会経済活動の中心的な役割を果たしてきた地区として、

にぎわい、交流など多様な分野の拠点にふさわしい魅力のある空間づくりを図ります。 

ⅱ）地域拠点 

地域拠点のうち田原町駅周辺では、教育文化施設等の公共施設が集積し、まちなか地区と隣接

することから、まちなか地区と一体的に都市機能誘導区域を設定することとします。その中心に

ある田原町駅については、市街地を南北に横断する地域鉄道の交通結節駅となることから、乗り

継ぎや利用環境の向上に取り組み、地域の交通として利用したくなる公共交通の実現を目指しま

す。 

また、その他の地域拠点では、ネットワークで結ばれた中心市街地や最寄りの地域拠点との適

切な役割分担のもと、生活サービス機能を提供する施設が維持されるよう、公共交通機関による

施設利用ができることを基本とし、施設周辺やアクセス路において安全で快適な歩行者、自転車

利用者空間の確保を図ります。  
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２．都市機能誘導区域の設定 
 

都市機能誘導区域は、まちなか地区と田原町駅周辺において、以下のように設定します。 

なお、田原町駅周辺における都市機能誘導区域については、高齢者の徒歩圏に配慮して、半径 

５００m圏を区域として設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■都市機能誘導区域(まちなか地区・田原町駅周辺) 

※都市機能誘導区域内の市街化調整区域は除く。 

 

(参考) 

市街化区域 

(2010年(H22年)時点) 

中心市街地活性化 

基本計画区域 
都市機能誘導区域 

都市機能誘導区域の市街化

区域に対する割合 

4,685 ha 105 ha 601 ha 12.83 ％ 
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第２節 誘導施設 

 

１．誘導施設の基本的な考え方 
 

誘導施設は、医療施設、福祉施設、商業施設その他の都市の居住者の共同の福祉又は利便のため

必要な施設であって、都市機能の増進に著しく寄与するものです。 

福井市では、まちなか地区と田原町駅周辺において設定する都市機能誘導区域、「福井市都市計

画マスタープラン」における施設誘導の方向性やこれまでの土地利用の経緯等を踏まえると、誘導

施設は、以下のように定めることが考えられます。 

 

都市計画運用指針 誘導施設として定めることが考えられる施設 

行政施設 
■行政サービスの窓口機能を有する市役所、県庁、

国の出先機関の庁舎等の行政サービス施設 

集客力がありまちの 

賑わいを生みだす施設(教育文化施設等) 

■図書館、博物館、美術館等の教育文化施設 

■劇場、音楽ホール、コンベンションホール等の大

規模な会場施設 

■体育館等の運動施設 

■カルチャーセンター、生涯学習センター等の生涯

学習施設 

■大学、専門学校等の専門教育施設 

  ― 〃 ―   (商業施設) ■百貨店、スーパーマーケット等の商業施設 

子育て世代にとって居住場所を 

決める際に重要な要素となる施設 

■幼稚園、保育所等の子育て支援施設 

■小学校、中学校等の教育施設 

高齢化の中で 

必要性が高まる施設 

■病院、診療所、調剤薬局等の医療施設 

■保健センター等の健康管理施設 

■老人デイサービスセンター、地域包括支援センタ

ー等の福祉施設 
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２．誘導施設の設定 
 

「福井市都市計画マスタープラン」では、にぎわい交流の拠点づくりとして、市街地再開発事業

や優良建築物等整備事業などの民間開発を適正に誘導し、商業、伝統・文化、情報発信、コンベン

ション、福祉、居住などの高次都市機能を集積していくとしています。また、その優れた立地条件

や移動環境を活かして、交流の核となる公共公益施設の中から、広域的施設である高次都市機能の

立地誘導を図るとともに、郊外部に分散立地した広域的施設の集約化を検討することとしています。 

一方、福井市においては、これまでの計画的な都市基盤整備を背景として、市街化区域全体で居

住をはじめ、小学校や中学校、公民館、子育て支援施設などの公共公益施設や医療施設、福祉施設、

商業施設などの生活サービス施設がほぼ確保されています。特に、小学校や保育園、幼稚園等の子

育て支援施設は、基礎生活単位を基本に立地しており、今後も基礎生活単位で維持していくことが

望ましいと考えられます。 

こうした状況を踏まえ、「福井市立地適正化計画」においては、既存の都市機能施設の維持を基

本に、以下のように、利用対象者が市民にとどまらず県民にも及ぶ広域的な機能を有する施設を誘

導施設として設定します。また、今後、まちなか地区の高齢化が、一層進展することが予測されて

いることから、まちなか居住を支える福祉施設を誘導施設として設定します。 

これらの誘導施設については、中心市街地を含むまちなか地区と田原町駅周辺に適切に維持、誘

導していきます。 

 

誘導施設 

■まちなかのにぎわいを生み出す機能 

 (以下に掲げる施設のうち広域的な機能を有する施設とする。) 

○行政サービス施設 ：市役所、県庁等 

○教育文化施設   ：国立大学 

          ：図書館、博物館、美術館 

          ：大規模ホールを有する複合交流施設 

          ：体育館(学校体育館、地域体育館などを除く。)等 

○商業施設     ：百貨店 

 

■高齢化の中でまちなか居住を支える機能 

○福祉施設     ：通所介護施設、通所リハビリテーション施設(これら

の施設のうち、地域密着型サービスを提供する施設を

除く。) 

           

 

なお、誘導施設については、公共公益施設の立地動向や、民間事業者等による市街地開発事業等

の動向、社会情勢等を踏まえ、適宜、設定の見直しを検討していきます。 
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第６章 届出制度 
 

福井市立地適正化計画区域内において、居住誘導区域外又は都市機能誘導区域内外で以下の行為

を行う場合は、都市再生特別措置法第８８条、第１０８条又は第１０８条の２の規定に基づき、こ

れらの行為に着手する日の３０日前までに、行為の種類や場所などについて、市長への届出が必要

になります。 

なお、法令の改正等により、届出制度の内容に変更があった場合においては、変更内容に応じた

届出制度の運用を行うこととします。 

 

１．居住誘導区域外における届出 
 

■届出対象となる開発行為 

・３戸以上の住宅の建築を目的とする開発行為 

・１戸又は２戸の住宅の建築を目的とする開発行為で、その規模が１，０００m2以上のもの 

■届出対象となる建築行為 

・３戸以上の住宅を新築しようとする場合 

・建築物を改築し、又は建築物の用途を変更して３戸以上の住宅とする場合 

 

２．都市機能誘導区域外における届出 
 

■届出対象となる開発行為 

・誘導施設を有する建築物の建築を目的とする開発行為 

■届出対象となる建築行為 

・誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合 

・建築物を改築し、又は建築物の用途を変更して誘導施設を有する建築物とする場合 

 

３．都市機能誘導区域内における届出 
 

■届出対象となるその他の行為 

・誘導施設を休止し、又は廃止しようとする場合 
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第７章 推進方策 
 

１．居住誘導における施策 
 

居住誘導区域では、都市機能誘導区域における誘導施設の維持の取組と連携しながら、現在の高

い生活利便性の維持に取り組むことを基本としつつ、中心市街地へのアクセスの利便性向上や都市

基盤の整備、定住人口の拡大に向けたまちなか地区や鉄道沿線地区などにおける居住環境を再構築

する施策など、市街地における都市基盤ストックを活かした居住を維持、誘導する以下の取組を関

係機関と連携しながら推進、検討していきます。 
 

■住宅に関連する施策 

・新規の住宅の取得、新築への支援 

・既存の住宅のリフォーム、賃貸入居への支援 

・空き家の取得、リフォーム、賃貸入居への支援 

・県外からのＵ・Ｉターン世帯、若者夫婦世帯、子育て世帯への住宅の取得、リフォーム、 

賃貸入居の支援 

・多世帯近居、同居に伴う住宅の取得、リフォームへの支援 

・耐震改修等に伴う固定資産税の減額措置 

・老朽危険空き家等の解体支援 

・がけ地近接等危険住宅の移転への支援 

・住宅金融支援機構と連携した金融支援 
 

■サービス付き高齢者向け住宅に関連する施策 

・空き家等既存ストックの活用など計画的、効果的な整備促進 

・スマートウェルネス住宅等推進事業などの支援制度の周知 

・まちなか地区への重点的な整備促進 
 

■公営住宅に関連する施策 

・市営住宅の長寿命化（外壁改修、設備更新）などの計画的な維持管理 

・高齢者対応に向けたバリアフリー化、エレベーターの設置 
 

■住環境に関連する施策 

・必要な都市基盤施設の計画的な維持管理 

・公共施設、歩行空間のバリアフリー化 

・自転車通行空間の整備 
 

■法令、条例に基づく制度についての施策 

・都市計画法に基づく土地利用制度の活用、地域地区の定期的な見直し 

・居住環境再構築区域での開発許可申請の手数料の減免 

・快適な住環境の確保に向けた「福井市身近なまちづくり推進条例」に基づく制度等の活用 

・市街化調整区域における開発許可基準の見直し 
 

■届出制度についての施策 

・住宅等に関する届出及び制度の周知 
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２．都市機能誘導における施策 
 

都市機能誘導区域では、区域内での誘導施設の維持に取り組むことを基本とし、誘導施設へのア

クセスの利便性向上や都市基盤の整備、交流人口の拡大に向けた施策など、誘導施設の整備効果や

民間事業者等による誘導施設の立地を促進する以下の取組を関係機関と連携しながら推進、検討し

ていきます。 
 

■誘導施設の整備に関連する施策 

・細分化されている敷地についての共同化や高度利用 

・誘導施設の整備についての施設の集約化、複合化 

・誘導施設周辺の環境整備や誘導施設と公共交通とのアクセス向上に関連する施策の推進 

・市街地総合再生計画の策定及びその計画に基づく誘導施設整備に関連する施策の推進 

 

■都市基盤、施設等の整備についての施策（中心市街地活性化に関する施策を含む。） 

・福井駅や福井城址周辺、中央公園など、歩行者動線を意識した案内サインの設置や安全で快適

な歩行空間の整備 

・えちぜん鉄道の高架化や関連道路の整備 

・福井駅周辺土地区画整理事業の推進 

・福井駅周辺の駐車場の新設、改修 

・軌道や停留所などの整備、改良 

・分散型の自転車駐車場の設置 

・田原町駅周辺の環境整備 

・田原町駅周辺の誘導施設の機能を維持向上させる改修 

・田原町駅と近接する誘導施設を結ぶ安全で快適な歩行空間の整備 

・歴史的建造物の保全、活用 

 

■民間活力を活用したまちづくりの施策（中心市街地活性化に関する施策を含む。） 

・福井駅前電車通り北地区第一種市街地再開発事業への補助等 

・（仮称）福井駅前南通り地区第一種市街地再開発事業への補助等 

・優良建築物等整備事業への補助等 

・地元関係者等とのワークショップや勉強会の開催等 

・老朽化した遊休不動産の有効活用及びこれに伴う商業の振興 

・民間の景観形成に係る費用の一部補助等 

・田原町駅周辺の活性化活動への補助等 

 

■その他の施策 

・観光資源のＰＲやまち歩きコースの開発、まち歩きツアーの企画等 

・景観形成重点地区（福井都心地区）における特定景観計画区域の指定拡大 

・サービス付き高齢者向け住宅の計画的、効果的な整備促進 

 

■届出制度についての施策 

・誘導施設に関する届出及び制度の周知 
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３．公共交通における施策 
 

福井市立地適正化計画区域では、過度に自動車に頼ることなく誰もが自由に行動できるよう、公

共交通の利便性向上による利用促進を図り、将来にわたり公共交通を確保していく施策として、以

下の取組を関係機関と連携しながら推進、検討していきます。 

 

■地域鉄道 

・鉄軌道施設整備（鉄軌道整備、新駅・新電停整備等）による利便性の向上 

・駅、電停施設改良（待合・乗降環境の整備、バリアフリー化等）による快適性の向上 

・駅へのアクセス向上（パークアンドライド駐車場、自転車駐車場の整備等） 

・他交通機関との乗り継ぎ利便性向上（ダイヤ調整） 

・交流施設としての駅の活用 

・地域色を活かした企画や企画列車の運行 

・レンタサイクルなど環境にやさしい二次交通の充実 

・観光情報の発信、地域、行政情報の提供 

・自治体や沿線事業所等による利用促進 

・企画乗車券（１日フリーきっぷ等）の充実による利用促進 

・学習会の開催等による鉄道利用に関しての意識啓発 

・運賃支払いの簡素化（ＩＣカードの導入） 

 

■バス 

・バス停や待合所の新設、更新による利便性の向上 

・ノンステップバスの導入 

・バスナビゲーションシステムの導入による利用者へのバス位置情報発信 

・バス停へのアクセス向上（パークアンドバスライド駐車場の除雪） 

・他交通機関との乗り継ぎ利便性向上（ダイヤ調整） 

・バス路線の定期的見直し（循環運行に向けた試験運転等） 

・フィーダー交通の整備、充実（交通・乗継拠点の設定、見直し、ダイヤの調整、ルート見直し） 

・鉄道と連携した企画バス、臨時バスの運行 

・企画乗車券等（１日フリーきっぷ、高齢者向け定期券等）の充実による利用促進 

・学習会の開催等によるバス利用に関しての意識啓発 

・運賃支払いの簡素化（ＩＣカードの導入） 

・通学定期利用者の同伴者への運賃割引 

・地域拠点を基点とした地域バスの運行などによる交通結節機能の強化 
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４．公的不動産における施策 

福井市では、市が所有する公共施設や土地、道路や下水道などの都市基盤ストックを含めた公的

不動産における必要な機能の維持、ストック量及び配置の適正化を基本とし、安定した市民サービ

スの提供を維持できるよう、将来的な財政負担の軽減や平準化を図るための以下の取組を関係機関

と連携しながら推進、検討していきます。 

 

■公的不動産に関連する施策 

・各公的不動産ごとの長寿命化計画（個別施設計画）の策定 

・公的不動産に関する情報の一元管理 

 

  ■公共施設に関連する施策 

   ・異なる機能を一つの公共施設で行う複合化 

・類似する機能を持つ公共施設の集約化 

   ・大規模改修や建替え時における公共施設の複合化や集約化 

   ・計画的な保全の実施による公共施設の長寿命化 

   ・建替えや改修時期の調整による公共施設更新費の年度ごとの平準化 

   ・民間活力による多様な管理運営手法の活用 

 

■土地に関連する施策 

   ・未利用地の活用を前提とした新規用地取得の抑制 

   ・未利用地の積極的な処分 

   ・民間提案制度の導入など民間との連携 

 

  ■都市基盤ストックに関連する施策 

   ・計画的な都市基盤ストックの縮小、更新等 

   ・長期修繕計画等の策定による都市基盤ストック更新費の年度ごとの平準化 

・事後保全から予防保全への転換によるライフサイクルコストの縮減 

・大学や研究機関等の連携強化による新技術の導入 

・民間活力による多様な管理運営手法の活用 
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第８章 立地適正化計画の評価、見直しの方針 
 

ⅰ）評価指標と目標値の設定 

「福井市立地適正化計画」では、評価指標、目標値を、以下のように設定します。 

■市街地における都市基盤ストックを活かした生活利便性の維持 

評価指標 基準値 目標値 

居住誘導区域の人口密度※1 
43.7人/ha 

（市街化区域の人口密度） 

2010年 

(平成 22年) 
43.7人/ha 

2040年 

(平成 52年) 

■にぎわい交流拠点を中心とした魅力あるまちなか地区の形成 

評価指標 基準値 目標値 

都市機能誘導区域に立地する

誘導施設の施設数 
26 施設 

2016年 

(平成 28年) 
26 施設 

2030年 

(平成 42年) 

中心市街地の歩行者、自転車

通行者数 
32,334人/日 

2017年 

(平成 29年) 
36,000人/日 

2030年 

(平成 42年) 

■日常生活に必要な機能を集約した地域拠点の形成と公共交通ネットワークの確保 

評価指標 基準値 目標値 

通勤、通学時の利用交通手段

が徒歩、自転車、公共交通で

ある人の割合(15歳以上) 

24.9％ 
2010年 

(平成 22年) 
25.0％ 

2030年 

(平成 42年) 

■公共施設の集約化、複合化に向けた取組（「福井市施設マネジメント計画」との連携） 

評価指標 基準値 目標値 

公共施設の延べ床面積※2 

(福井市の行政区域) 
100％ 

2010年 

(平成 25年) 
83％ 

2050年 

(平成 62年) 

※１ 居住誘導区域の人口密度に関する評価指標は、平成 25 年に国立社会保障・人口問題研究所が公表した、地域別将来人口推計

における推計期間の期末で都市の将来を見通しているため、目標年次が異なっている。 

※２ 公共施設の延べ床面積に関する評価指標は、福井市の行政区域を対象とする「福井市施設マネジメント計画」から引用してい

るため、「福井都市計画区域」を対象とする「福井市立地適正化計画」と対象区域及び目標年次が異なっている。 

 

ⅱ）達成状況の評価・検証 

設定した評価指標、目標値の達成により予測される効果を以下のように示すとともに、計画の達

成状況については、「福井市都市計画マスタープラン」で設定した指標とあわせて評価・検証を実

施することとします。 

■効果 

中心市街地の空き店舗数の減少 39 件(2017年(平成 29年)) →  35件(2030年(平成 42年)) 

公共交通に対する市民満足度の向上 44.2％(2017年(平成 29年)) → 45.0％(2030年(平成 42年)) 

 

ⅲ）計画見直しの方針 

設定した評価指標、目標値及び効果については、都市の状況、上位計画の変更、施策の実施状況

などを踏まえ、適切な評価・検証を行えるよう、適宜見直しを図っていきます。 

庁内の関係各課の連携・調整のもと、「福井市都市計画マスタープラン」と一体となって、総合

的な評価・検証を行いながら、目指すべき将来都市像を実現していきます。
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参 考 資 料 

策定及び改訂の経緯 

 

平成２６年 ８月 １日   改正都市再生特別措置法の施行 

平成２６年１０月 ２日   今後の都市づくりに向けた市民アンケート調査を実施 

～１６日   （1,439/3,000 回収率 48.0％） 

平成２７年 ２月２０日   第３０回福井市都市計画審議会（計画策定の方向性を報告） 

平成２７年 ６月２２日   福井市都市計画マスタープラン推進本部の設置 

平成２７年１０月２６日   福井市立地適正化計画検討専門会議の設置 

              第１回福井市立地適正化計画検討専門会議 

平成２８年 ２月 ２日   第２回福井市立地適正化計画検討専門会議 

平成２８年 ３月２２日   第３回福井市立地適正化計画検討専門会議 

平成２８年 ３月２８日   第３１回福井市都市計画審議会（検討専門会議の設置報告） 

平成２８年 ９月２６日   第３２回福井市都市計画審議会（計画素案の報告） 

平成２８年１０月２５日   平成２８年度福井市都市計画マスタープラン推進本部会議 

平成２８年１２月 １日   計画素案についてパブリック・コメントを実施 

       ～２２日   （提出者 14人 意見数 33件） 

平成２９年 １月２３日   第４回福井市立地適正化計画検討専門会議 

平成２９年 ２月２０日   第３３回福井市都市計画審議会 

（都市機能誘導区域について法定の意見聴取） 

平成２９年 ３月３１日   福井市立地適正化計画の策定・公表 

平成２９年１０月 ４日   第５回福井市立地適正化計画検討専門会議 

平成３０年 ２月 ５日   第６回福井市立地適正化計画検討専門会議 

平成３０年 ３月２３日   第３４回福井市都市計画審議会（策定状況の報告） 

平成３０年 ７月１３日   第７回福井市立地適正化計画検討専門会議 

平成３０年 ８月 ２日   平成３０年度福井市都市計画マスタープラン推進本部会議 

平成３０年 ９月 ３日   計画改訂素案についてパブリック・コメントを実施 

       ～２８日   （提出者 2人 意見数 5件） 

平成３０年１１月 ５日   第８回福井市立地適正化計画検討専門会議 

平成３０年１１月２６日   公聴会（公述の申出なしにより中止） 

平成３０年１２月２６日   第３５回福井市都市計画審議会 

（居住誘導区域について法定の意見聴取） 

平成３１年 ３月２９日   福井市立地適正化計画の改訂・公表  



 

- 57 - 

 

参 考 資 料 

福井市立地適正化計画検討専門会議 

 

福井市都市計画マスタープラン推進本部 

 

本部長   市長 

副本部長  副市長 

本部員   特命幹、企業管理者及び関係部局の長で構成 

（都市戦略部、総務部、未来づくり推進局、財政部、市民生活部、 

危機管理局、福祉保健部、福祉事務所、商工労働部、観光文化局、 

農林水産部、建設部、下水道部、企業局、教育委員会事務局、 

農業委員会事務局） 

 

 

福井市都市計画マスタープラン推進本部幹事会 

 

幹事会長  都市戦略部長 

幹事会員  （都市戦略部） 都市整備室、都市計画課、駅周辺整備課、 

新幹線推進室、地域交通課、自転車利用推進課 

              （総務部）   総合政策課、まち未来創造室 

              （財政部）   財政課、施設活用推進室 

              （市民生活部） 危機管理室、環境課 

              （福祉保健部） 地域包括ケア推進課 

              （商工労働部） 商工振興課、おもてなし観光推進室、文化振興課 

              （農林水産部） 農政企画室、林業水産課 

              （建設部）   道路課、河川課、公園課、住宅政策課、市営住宅課、 

建築指導課、区画整理課 

（下水道部）  下水管理課 

（企業局）   ガス・水道整備課 

（教育委員会） 教育総務課、スポーツ課 

（農業委員会） 農業委員会事務局 

所 属 名 等 H27 H28 H29 H30 備 考 

国立大学法人福井大学 教授 野嶋 慎二 議 長 

国立大学法人福井大学 特命教授 

（H29 年度までは教授） 
川上 洋司  

公立大学法人福井県立大学 教授 岡 敏弘  

福井市 特命幹 中西 賢也 ―  
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福井市立地適正化計画検討専門会議 報告 

  

「福井市立地適正化計画」の策定に関する意見とりまとめ 

 

福井市立地適正化計画の策定について、計８回にわたり当専門会議において、慎重に検討を

行ってきました。これまでの検討結果を踏まえ、意見をとりまとめましたので、下記のとおり

報告します。 

 

 

（１）福井市立地適正化計画の基本的な方向性について 

・福井市立地適正化計画については、現在の福井市における都市づくりの課題解決に向

けて、福井市都市計画マスタープランに掲げる集約型都市構造への転換を目指すこと

を基本的な方向性とし、検討することが必要である。 

 

（２）福井市が目指す立地適正化計画について 

・福井市は、町内会や公民館単位を基本とした基礎生活圏での活動が中心であり、地域

（区）には、それぞれ歴史的経緯や成り立ちなど特性があるため、これらをよく洗い

出し、地域の特性を踏まえる必要がある。 

 

・計画策定においては、将来の人口動態や土地利用の変化など課題の分析を十分行うと

ともに、既存の都市基盤ストックや公共交通の有効活用等について、検討することが

重要である。 

 

・将来都市像の実現には、都市づくりのあり方（シナリオ）が重要であり、これを行政

のみならず市民や事業者等が広く共有し、関連する分野が連携できる計画とすること

が重要である。 

 

（３）都市機能誘導区域及び誘導施設の設定 

・福井市は、福井都市圏の中心であるため、広域的な視点から隣接する都市との関係性

を十分考慮し、県都に相応しい都市機能の集積が図られるよう都市機能誘導区域、誘

導施設を定めることが重要である。 

 

・計画策定においては、都市機能誘導区域、誘導施設の設定のみならず、居住機能や都

市機能の立地を緩やかに誘導する仕組みづくりに取り組むとともに、民間の力を借り

つつ、関連する分野が連携した施策を総合的かつ一体的に取り組むことが重要である。 
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（４）居住誘導区域の設定 

・居住誘導区域の設定にあたっては、計画的に都市基盤の整備を進めてきた福井市の

まちづくりの経緯を踏まえるとともに、これからの都市形成における鉄道やバス等

の公共交通の位置づけ（役割）を考慮し、検討することが必要である。 

 

・居住の誘導にあたっては、地域の特性に応じた暮らしのイメージ（情報）を示し、

長期的に個人の居住地選択の志向性や意識を変えていく視点を持つことが重要であ

る。 

 

・将来的な都市施設の集約化や都市経営の効率化等にあたっては、都市機能の集積状

況等を考慮した上で、居住誘導区域内においても、独自に居住を推進する区域の設

定を行い、人口密度のメリハリを付けていくことは重要である。 

 

（５）公共交通との連携について 

・公共交通との連携にあたっては、主要な公共交通網のサービス水準の確保、向上に

向けた取組や公共交通を利用しやすい区域に居住誘導を図っていく取組など、公共

交通とまちづくりが相互に連携した取組を検討することが必要である。 

 

・新駅設置や運行ダイヤの見直しなどの先導的施策によって公共交通幹線軸を強化し、

その沿線区域に居住の誘導を図り公共交通を利用しやすい都市構造にしていくこと

は重要である。 

 

（６）立地適正化計画策定後について 

・居住誘導区域の設定を契機に、用途地域などの都市計画の見直しを検討し、将来に

わたり居住環境を担保していくことは重要である。 

 

・計画の推進にあたっては、届出制度による誘導施設の立地動向の把握にとどまらず、

都市計画基礎調査等により都市圏全域における生活サービス施設等を含めた立地状

況を把握し、本計画の評価、検証を行うとともに、本計画を有効に活用しながら、

福井市における都市づくりの課題解決に向けた取組を段階的に進めていくことが重

要である。 

 

平成３０年１２月     

福井市立地適正化計画検討専門会議 

委員一同 
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